2016年9月12日～14日
9・19から1年、世論調査、憲法インタビュー、市民連合、審査会、安倍首相訓示、民進党、ＢＩ飛行、高江、豊洲、社説
しんぶん赤旗2016年9月13日(火)

戦争法廃止・立憲主義回復　各地の行動予定〈追加分〉

　戦争法の成立強行から１年。新たにわかった各地の行動予定を紹介します。東海、関東地方は９日付に、北海道・東北、関東、北陸・甲信越、中国地方は１０日付に、四国、九州・沖縄地方は１１日付に、それぞれ掲載しました。

　【北海道】

　◆１９日、せたな町の北檜山農協前。戦争法廃止署名宣伝行動。午後１時半。主催＝せたな９条の会。

　【千葉】

　◆１５日（木）、千葉市中央区のＪＲ蘇我駅前宣伝行動。午後５時～。主催＝日本共産党千葉市中央区委員会・同後援会。

　◆１８日（日）、市原市・市民パレード（カインズホーム前）。午後３時～。主催＝生かせ憲法・市原市民連絡会など。

　◆１９日（月）、千葉市若葉区・千城台スーパーカスミ前スタンディング行動。午後４時～。主催＝戦争法廃止・若葉区民の会。

　◆１９日（月）、千葉市稲毛区のＪＲ稲毛駅北口宣伝行動。午後１時～。主催＝戦争法いやだ・稲毛区民の会。

　◆１９日（月）、千葉市花見川区の幕張ヨーカドー前宣伝。午前１１時～。主催＝戦争法廃止・花見川区民の会。

　【長野】

　◆１９日、阿智村の１５３号春日交差点。スタンディング。正午。主催＝戦争やめまい☆阿智の会。

　【愛知】

　◆１７日、東郷町のふれあい広場。安保法制の廃止を求める集会。午後４時。主催＝「安保法制に反対する　あいち中部ネットワーク」。

　◆１９日、春日井市。(1)サンマルシェ前、午前１０時半。(2)鳥居松交差点、午後３時半。(3)出川交差点、午後３時。戦争法廃止スタンディング行動。主催＝戦争法廃止春日井実行委員会。

　◆１９日、一宮市のＪＲ尾張一宮駅東前。戦争法廃止「青年を海外の戦場に送らない」一宮集会。午後６時。主催＝戦争法廃止「青年を海外の戦場に送らない」一宮の会。

　【滋賀】

　◆１９日、高島市マキノ町の西浜交差点前。スタンディング。午前１０時。主催＝戦争法廃止をめざす高島の会。

　◆１９日、高島市鵜川の白鬚神社南。スタンディング。午前１０時。主催＝戦争法廃止をめざす高島の会。

　◆１９日、大津市の湖西浄化センター前。スタンディング、リレートーク。午前１０時半。主催＝戦争法廃止を求める日吉中学校区住民の会

　◆１９日、大津市のイズミヤ堅田店前。スタンディング。午前１１時。主催＝総がかり行動湖西の会。

　◆１９日、大津市際川４丁目の国道１６１号歩道（天下一品唐崎店の反対側）。スタンディング。午前１０時半。主催＝唐崎９条の会。

　◆１９日、栗東市のアル・プラザ栗東前。宣伝。午後４時。主催＝「バイバイ戦争法　栗東市民の会」。

　◆１９日、甲賀市の水口中央公民館前交差点付近。リレートーク。午後４時半。主催＝戦争させない甲賀市民の会。

　◆１９日、守山市のＪＲ守山駅前。パレード。午後５時半。主催＝守山ピースアクション。

　【大阪】

　◆１９日、岸和田市のＪＲ東岸和田駅前。「わたしたちはわすれない！　戦争法はいらない！　平和憲法がいい！」街頭宣伝。午後５時。主催＝９条の会・きしわだ、戦争法に反対する阪南地域連絡会。

　【三重】

　◆１９日、津市まん中広場。「９・１９戦争法反対！津市民集会」。午前１０時半。主催＝２０００万人署名の会・津。

　１９日、桑名市の桑名駅前。駅前宣伝行動。正午。主催＝戦争法の廃止を求める桑名市民の会。

　１９日、松阪市のＪＲ松阪駅前。午後４時。宣伝行動。主催＝戦争をさせない松阪１０００人委員会・憲法共同センター松阪。

　【和歌山】

　◆１９日、有田市箕島の有田市文化福祉センター。学習会「自民党『憲法改正案』を斬る」。弁護士の由良登信さんが講師。午後１時半。主催＝有田市９条の会、憲法９条を守る有田共同センター。

　【岡山】

　◆１９日、岡山駅東口マツモトキヨシ前。戦争法の廃止を訴える宣伝。午後６時半。主催＝ストップ戦争法！総がかり岡山実行委員会。

しんぶん赤旗2016年9月14日(水)

戦争法廃止・立憲主義回復　各地の行動予定〈追加分〉

　戦争法の強行成立から１年、戦争法廃止を求める行動の予定で、新たにわかったものを紹介します。東海、関東地方は９日付に、北海道、北陸・甲信越、中国地方は１０日付に、四国、九州・沖縄地方は１１日付に、追加分は１３日付に、それぞれ掲載しました。

　【静岡】

　◆１９日、掛川市のＪＲ掛川駅北口。宣伝行動。午後２時。主催＝「戦争法ストップ！憲法守ろう」掛川市民の集い実行委員会。

　◆１９日、浜松市の浜北区役所集合。パレード。午後４時。主催＝戦争をさせない浜北市民の会。

　◆１９日、藤枝市のＪＲ藤枝駅南口。宣伝行動。午後５時半。主催＝愛する人を戦場に送らない藤枝市民のつどい実行委員会。

　◆２４日、磐田市の文化振興センター。憲法学習会。午後１時半。主催＝平和憲法を守る市民連絡会。

　【広島】

　◆１９日、広島市西区のＪＲ横川駅近くのフレスタ前。戦争法強行採決「９・１９一周忌行動」。午後２時。主催＝ＳＴＯＰ！戦争法西区ネットワーク。

　【愛媛】

　◆１９日、今治市のドンドビ交差点。宣伝行動。午後１時半。主催＝９条の会･今治、今治各界連。

民進の新代表に「蓮舫氏」３９％　朝日新聞世論調査
朝日新聞デジタル2016年9月13日05時02分

朝日新聞世論調査の回答
　朝日新聞社による１０、１１日の全国世論調査（電話）で、民進党の新たな代表にだれがふさわしいかを尋ねると、蓮舫氏は３９％、前原誠司氏は２４％、玉木雄一郎氏は３％、「この中にはいない」２７％となった。
　民進支持層では、蓮舫氏６１％、前原氏２６％、玉木氏２％、「この中にはいない」１０％。自民支持層では、蓮舫氏３３％、前原氏３２％と両氏が拮抗（きっこう）、玉木氏３％、「この中にはいない」２４％。無党派層では、蓮舫氏３８％、前原氏１６％、玉木氏３％、「この中にはいない」３２％だった。
　「安倍外交」への期待度についても聞いた。ロシアのプーチン大統領が１２月に来日し、安倍晋三首相と山口県で首脳会談を開くことになったことで、北方領土問題が解決に向けて進むかどうかについて、「大いに」と「ある程度」を合わせた「期待する」が４２％。「あまり」と「まったく」を合わせた「期待しない」は５７％だった。
　今月あった日中首脳会談を受け、尖閣諸島をめぐる両国の緊張緩和に、「大いに」と「ある程度」を合わせた「期待する」は２７％。「あまり」と「まったく」を合わせた「期待しない」は７２％だった。
　また、日本政府が元慰安婦を支援する韓国の財団に１０億円を拠出し、この財団から元慰安婦に１人あたり約１千万円が支払われることになったことを「評価する」は３８％、「評価しない」は５２％だった。内閣支持層では「評価する」４０％が「評価しない」５３％を下回ったが、民進支持層では「評価する」４９％が「評価しない」４２％を上回った。
天皇陛下の生前退位「賛成」９１％　朝日新聞世論調査
朝日新聞デジタル2016年9月12日22時57分

今の天皇の生前退位に…


　天皇陛下が生前退位への願いを強くにじませるお気持ちを表明したことを受け、朝日新聞社は１０、１１両日の全国世論調査（電話）で、今の天皇陛下の生前退位への賛否を尋ねた。「賛成」は９１％で、「反対」の４％を大きく上回った。安倍内閣の支持率は５２％（前回８月調査は４８％）、不支持率は２９％（同２９％）で、支持率がやや上昇した。
　今の天皇陛下の生前退位に「賛成」と答えた人のうち、「今の天皇陛下だけが退位できるようにするのがよい」は１７％、「今後のすべての天皇も退位できるようにするのがよい」は７６％だった。
　このほか、皇室典範を改正し、女性も天皇になれるようにする方がよいと思うかどうかを全員に尋ねると、「女性も天皇に」は７２％、「そうは思わない」は２１％だった。
　天皇による各種行事への出席、被災地お見舞いなどの「公的行為」が、象徴としての役割を果たすためにどの程度重要と思うかも尋ねた。「大いに」と「ある程度」を合わせた「重要」は８７％にのぼり、「あまり」「まったく」を合わせた「重要ではない」は１２％。また、今後の公的行為は、「今のままでよい」４７％と「今よりも減らす方がよい」４４％が拮抗（きっこう）し、「今よりも増やす方がよい」は５％だった。
　今回の内閣支持率を男女別にみると、男性５８％、女性４７％。安倍内閣を支持するという人に、その理由を四つの選択肢から選んでもらうと、「他よりよさそう」５０％▽「政策の面」２６％▽「自民党中心の内閣」１５％▽「首相が安倍さん」９％。調査方法が異なるため単純比較はできないが、安倍内閣の支持率が５割台に上ったのは、２０１５年２月の調査以来となる。
築地市場の移転延期「評価」７１％　朝日新聞世論調査
朝日新聞デジタル2016年9月13日10時42分
　朝日新聞社が１０、１１両日に実施した全国世論調査（電話）によると、小池百合子・東京都知事による築地市場（東京都中央区）の移転延期の決定を「評価する」は７１％で、「評価しない」の１９％を上回った。
　支持政党別でみても、自民支持層の７１％、民進支持層の７８％、無党派層の６８％が「評価する」とした。
　また、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピック開催決定をきっかけに、飲食店などの屋内施設を対象に、罰則付きで全面禁煙を求める意見があることへの賛否も尋ねた。「賛成」６５％に対し、「反対」は２８％。男女別では、男性の「賛成」５８％に対し、女性の「賛成」は７１％にのぼった。
世論調査―質問と回答〈９月１０、１１日実施〉
朝日新聞デジタル2016年9月12日22時58分
（数字は％。小数点以下は四捨五入。質問文と回答は一部省略。◆は全員への質問。◇は枝分かれ質問で該当する回答者の中での比率。〈　〉内の数字は全体に対する比率。丸カッコ内の数字は、８月６、７日の調査結果）
◆安倍内閣を支持しますか。支持しませんか。
　支持する　　５２（４８）
　支持しない　２９（２９）
◇（「支持する」と答えた５２％の人に）それはどうしてですか。（選択肢から一つ選ぶ＝択一）
　首相が安倍さん９〈５〉
　自民党中心の内閣１５〈８〉
　政策の面２６〈１３〉
　他よりよさそう５０〈２６〉
◇（「支持しない」と答えた２９％の人に）それはどうしてですか。（択一）
　首相が安倍さん１２〈３〉
　自民党中心の内閣２６〈７〉
　政策の面５０〈１４〉
　他のほうがよさそう９〈２〉
◆今、どの政党を支持していますか。政党名でお答えください。
　自民４０（３８）▽民進７（８）▽公明４（４）▽共産３（３）▽維新２（―）▽社民１（０）▽生活０（０）▽日本のこころ０（０）▽その他の政党１（０）▽支持する政党はない３７（３５）▽答えない・分からない５（１０）
◆民進党の代表選挙が行われており、蓮舫さん、前原誠司さん、玉木雄一郎さんの３人が立候補しています。民進党の代表にふさわしいのはだれだと思いますか。（択一）
　蓮舫さん３９
　前原誠司さん２４
　玉木雄一郎さん３
　この中にはいない２７
◆ロシアのプーチン大統領が今年１２月に来日し、安倍首相と山口県で首脳会談をすることになりました。このことで、日本とロシアの北方領土問題が解決に向けて進むことを、どの程度期待しますか。（択一）
　大いに期待する１０
　ある程度期待する３２
　あまり期待しない４０
　まったく期待しない１７
◆沖縄県の尖閣諸島周辺で、この夏、中国船が日本の領海に繰り返し、侵入しました。今月行われた日本と中国の首脳会談では、日中がさまざまな分野で対話を進めていくことで合意しました。このことで、尖閣諸島をめぐる日中の緊張が緩和されることを、どの程度期待しますか。（択一）
　大いに期待する７
　ある程度期待する２０
　あまり期待しない４７
　まったく期待しない２５
◆日本と韓国の間の慰安婦問題についてうかがいます。日本政府は元慰安婦を支援する韓国の財団に１０億円を支出し、この財団を通じて元慰安婦１人あたり、およそ１０００万円を渡すことになりました。日本政府が資金を出したことを評価しますか。評価しませんか。
　評価する３８
　評価しない５２
◆東京都の小池百合子知事は、１１月に予定されていた築地市場の移転について、土壌の安全性などを理由に、移転直前の８月に延期を決めました。小池知事が延期を決めたことを評価しますか。評価しませんか。
　評価する７１
　評価しない１９
◆たばこについてうかがいます。２０２０年に東京オリンピック・パラリンピックが開かれることになったのをきっかけに、飲食店など屋内の施設を対象に、罰則つきで全面的な禁煙を求める意見が出ています。こうした規制に賛成ですか。反対ですか。
　賛成６５
　反対２８
◆天皇陛下は先月、国民に向けたビデオメッセージの中で、生前に天皇の位を譲る「生前退位」の願いを、強くにじませたお気持ちを表明しました。今の天皇陛下の生前退位に賛成ですか。反対ですか。
　賛成９１
　反対４
◇（「賛成」と答えた９１％の人に）では、今の天皇陛下だけが退位できるようにするのがよいと思いますか。今後のすべての天皇も退位できるようにするのがよいと思いますか。
　今の天皇陛下だけが退位できるようにする１７〈１５〉
　今後のすべての天皇も退位できるようにする７６〈６９〉
◆天皇が行う公のつとめには、憲法に定められた衆議院の解散など「国事行為」のほかに、各種行事の出席や被災地へのお見舞いなど「公的行為」もあります。こうした公的行為は、天皇が象徴としての役割を果たすため、どの程度重要だと思いますか。（択一）
　大いに重要だ３１
　ある程度重要だ５６
　あまり重要ではない９
　まったく重要ではない３
◆これからの天皇の公的行為について、どうすべきだと思いますか。（択一）
　今のままでよい４７
　今よりも増やす方がよい５
　今よりも減らす方がよい４４
◆今の皇室に関する法律の「皇室典範」では、天皇の位につくのは、男性に限られています。皇室典範を改正して、女性も天皇になれるようにする方がよいと思いますか。そうは思いませんか。
　皇室典範を改正して女性も天皇になれるようにする７２
　そうは思わない２１
　　　　　◇
　〈調査方法〉　１０、１１の両日、コンピューターで無作為に作成した固定電話と携帯電話の番号に調査員が電話をかけるＲＤＤ方式で、全国の有権者を対象に調査した（固定は福島県の一部を除く）。固定は、有権者がいる世帯と判明した番号は１８３９件、有効回答９８３人。回答率５３％。携帯は、有権者につながった番号は２１１４件、有効回答１０４５人。回答率４９％。
内閣支持上昇６２％、北制裁「強化を」８１％

読売新聞2016年09月12日 23時01分

　読売新聞社は９～１１日、全国世論調査を実施した。

　安倍内閣の支持率は６２％で、前回調査（８月９～１０日）の５４％から８ポイント上昇した。今年４月から携帯電話の利用者も調査対象に加えたため、単純比較はできないが、支持率が６０％台となったのは２０１４年１０月以来約２年ぶり。不支持率は２９％（前回３０％）だった。

　９日に北朝鮮が５回目の核実験を強行したことで危機意識が高まり、国際社会と連携して対応にあたる安倍内閣への支持に結びついたとみられる。北朝鮮に対し、日本が制裁を「強めるべきだ」との回答は８１％に上っている。

　北方領土問題を解決するため、ロシアとの経済協力を積極的に進める安倍首相の方針は「評価する」が６６％に上り、「評価しない」の２７％を大きく上回った。しかし、北方領土問題が「解決に向かう」と思う人は２２％で、「そうは思わない」が７１％を占め、ロシアとの領土交渉の先行きには厳しい見方が多い。

天皇陛下の生前退位「今後すべて認める」６７％

読売新聞2016年09月13日 09時03分

　読売新聞社が９～１１日、実施した今回の全国世論調査では、現在の皇室制度で認められていない天皇陛下の「生前退位」についても聞いた。

　生前退位を「今後のすべての天皇陛下に認める」とした人が６７％に上り、「今の天皇陛下だけに認める」は２４％、「生前退位を認める必要はない」は５％だった。

　政府は、皇室典範を改正して生前退位を制度化するのではなく、現在の天皇陛下の退位だけを可能にする皇室典範の特別措置法を制定することを軸に検討している。しかし、調査では、今後のすべての天皇陛下について生前退位を容認すべきだとする意見が多く、今後の制度改正での課題の一つとなりそうだ。

　現在の皇室制度では、天皇陛下が重い病気などになられた場合、天皇の国事行為を代行する「摂政」を置くことができる。天皇陛下のご高齢を理由に「摂政」を置くことを認めてよいと思う人は７９％に達し、「思わない」は１７％だった。

日本、８割が懸念＝中国絡む軍事紛争－米調査
　【ワシントン時事】米調査機関ピュー・リサーチ・センターが１３日発表した日中関係に関する意識調査によると、日本人の８０％が中国と周辺諸国の領有権争いについて、軍事紛争につながる可能性があると懸念していることが分かった。一方、中国人の回答は「懸念する」が５９％だった。
　１９３０～４０年代の日本の軍事行動については、日本人の５３％が「日本は十分な謝罪を行った」と回答。２００６年実施の調査から１３ポイント上昇した。これに対し、中国人で「十分な謝罪」を認めたのはわずか１０％で、「不十分」が７７％だった。
　また、中国に好感を持つ日本人は１１％で、日本に好感を持つ中国人は１４％だった。ピュー・リサーチ・センターは「日中ともに相手国に対して、非常に強く、否定的な固定観念を抱いており、それが過去１０年で悪化した」と指摘した。
　オーストラリアとインドでも調査が実施され、日本に対して好感を持つ人はそれぞれ７９％と４４％で、中国に対する好感（豪州５２％、インド３１％）を上回った。
　調査は今年４月６日から５月２９日にかけて、日中豪印で７６１８人を対象に行われた。（時事通信2016/09/13-22:19）
日本人の８６％「中国人、好意的でない」　米調査機関
朝日新聞デジタルワシントン＝五十嵐大介2016年9月13日23時08分
　米調査機関ピュー・リサーチ・センターが１３日公表した日中の国民感情に関する調査で、日本人の回答者の８６％が中国人が「好意的でない」と答え、２００６年（７１％）から悪化した。日本人が「好意的でない」と答えた中国人も８１％と１０年前（７０％）から増えており、日中の相互感情が悪化した状況が浮き彫りとなった。
　中国人が「横柄」「暴力的」と答えた日本人の割合は、１０年前より増えた。１８～３４歳の若者層より５０歳以上の高齢層が、中国人により否定的だった。
　第２次世界大戦中の日本による中国での軍事活動について、日本が中国に「十分謝罪した」と答えた日本人は５３％で、１０年前（４０％）から増えた。一方、日本が「十分謝罪していない」と答えた中国人は７７％で、１０年前（８１％）と比べても高止まりしている。
　尖閣諸島などの領有権問題が軍事衝突につながる可能性について、日本人の３５％が「とても懸念している」、４５％が「いくらか懸念している」と答え、８割が懸念を示した。中国人の懸念は日本よりは低く、１８％が「とても」、４１％が「いくらか」懸念していると答えた。調査は今年４～５月、日中など４カ国で行われ、７６１８人から回答を得た。（ワシントン＝五十嵐大介）
憲法改正を問う＝学者インタビュー


インタビューに答える青井未帆学習院大教授＝７月２６日、東京都豊島区
　憲法改正をめぐる与野党の議論が、２６日召集予定の臨時国会から衆参両院の憲法審査会で始まる見通しだ。改憲問題は、１５日投開票の民進党代表選の争点にもなっている。自民党草案への評価や論点などについて憲法学者に話を聞いた。
　◇自民案、立憲主義に基づかず＝青井未帆・学習院大教授
　－参院選の結果、憲法改正に前向きな勢力が改憲発議に必要な３分の２の議席を確保した。
　どこを変えるのかが明らかでないのに、「変えるか、変えないか」の択一のような土俵設定自体がおかしい。３分の２は重要な数字だが、９条を変えましょう、緊急事態条項をつくりましょうという意見が３分の２ではない。公明党のようにけん制するような言説もあり、（改憲勢力の主張は）まだら模様だ。なぜ憲法改正が必要かというところから疑問を呈することをやめてはいけない。
　－自民党改憲草案の問題点は。
　願望の寄せ集めで、ある意味でバランスの悪いものだ。バランスが悪いところがこの草案の本質ではないか。権力の抑制への関心が低い。権力の制約が立憲主義のコアにある考え方だ。自民案は真正な立憲主義に基づく憲法草案とは思わない。
　－自民案は緊急事態条項を盛り込んでいる。
　明治憲法（大日本帝国憲法）の緊急事態に関する条項は、当時の他の国の憲法と比べても多かった。それが乱用され、最終的には国が崩壊する一つの原因になった。歴史的な経験を踏まえると、自民党が用意している緊急事態条項は、あまりにもルーズで、失敗した歴史に多くを学んでいないと言わざるを得ない。
　－自民党は参院合区の解消などを改憲テーマとして検討している。
　憲法を変えることが目的であるように見える。しかし、憲法は（法制度の）土台、基礎部分に当たるもので、簡単に変えるものではない。変える必要がないなら変えないでいい。家だって、もし雨漏りしたら、普通はまず修繕を考えるのであって、家の基礎からつくり直すことはしない。変えたいがために、３分の２の賛成を確保できる条項はないかを探し出すという発想は、逆立ちした議論だ。
　－野党に求めることは。
　なぜこういう改憲の議論をするのかということ自体を国会で議論してほしい。当然、野党第１党が関わらないような憲法改正は不安定になるので、そういうことがあってはならないが、そもそも変えるという議論の前の話を国会できちんとやるべきだ。
　－憲法を手直しする部分はあるのか。
　直さなくてもいいなら別に直さなくてもいい。こうした方がいい、ということが仮にあっても、今のところ別に何の問題も生じていない。どうしてもこれを変えないと日本が沈没する、みたいなところはない。憲法改正は「するか、しないか」の二者択一ではなく、しないのが普通だということをもっと強調しなければならない。
　－現行憲法が連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による「押し付け」との指摘も根強い。
　押し付けかどうかを論ずる意義は、今の日本では法的にはほとんどない。押し付けが問題なのではなく、実際に機能する憲法として存在しているのかこそが問題だ。憲法が権威性を認められ、その下で法律がつくられ、政治が動かされてきた。実際自分たちが使ってきたものを「押し付けだ」というのは、屈折した思考にほかならない。
　青井　未帆氏（あおい・みほ）東大大学院法学政治学研究科修士課程終了。成城大准教授などを経て学習院大大学院法務研究科教授（憲法学）。４３歳。


インタビューに答える日本大学法学部の百地章教授＝７月２８日、東京都千代田区の同大三崎町キャンパス
　◇歯止めかけ緊急事態条項を＝百地章・日大教授
　－参院選で憲法改正に前向きな勢力が国会発議に必要な３分の２の議席を確保した。
　率直に喜んでいる。憲法改正は国民に決定権がある。あくまで国会は発議するだけだ。参院では８１人の議員が反対を唱えれば（改憲発議を阻止し）、国民が主権を行使する機会を奪うことができた。非常に不幸な状態が続いたが、ようやく発議の可能性が出てきた。
　－改憲項目をどう絞り込むか。優先順位は。
　（1）国家の根幹に関わる問題（2）緊急性（3）国会で３分の２、国民投票で過半数の賛成が得られそうなテーマ。この三つの基準で考えている。
　国家の根幹に関わり、緊急性のある問題といえば９条２項。中国や北朝鮮の軍事的脅威を考えれば独立国家にふさわしい軍隊の保持を明記する必要がある。あるいは国家の存亡に関わるような緊急事態に対処するための規定の創設も急を要する。
　ただ、９条改正は公明党が棚上げしており、安倍晋三首相も厳しいと言っているから、残念ながら国会で３分の２が直ちにまとまるようなテーマではない。とりあえず射程から外れるだろう。
　緊急事態条項は可能性があると思う。２年前の衆院憲法審査会で、共産党を除く与野党が少なくとも必要性で一致した。これは画期的だ。
　－自民党の改憲草案には批判も多い。
　いろいろ誤解がある。（内閣が法律と同じ効力を持つ政令を制定できる）「緊急命令」という方式は賛成だ。ただ、私が考える緊急命令は、国会が機能しない場合が前提だ。法律を作らなければならないが、首都直下地震が発生し、国会が開けないような場合にどうするか。そういうときに一時的に国会の立法権を内閣が行使するという方法は、多くの国が採用しており、独裁的な権力ではない。自民案の問題は「国会が開けないとき」という限定がないことだ。そこの歯止めをかければ誤解はなくなる。
　人権の制限も非常に誤解が多い。人権侵害が目的ではなく、より多くの国民の命を守るために一時的に一部の人の権利を制限するということだ。制限できる人権を、例えば財産権とか職業選択の自由といった経済的自由に、具体的に限定すべきだ。そうすれば集会の自由が制限されるとか、表現の自由が侵害されるといった懸念はなくなる。
　－自民案はたたき台となるか。
　自民案以外に具体的なたたき台は何もない。ただ、首相もこれでまとまるとは思っていない。自民案をたたくだけで終わったら何も進まない。超党派の議員連盟でいろいろな案を作るやり方もある。全ての国会議員が発議権者の一人だと自覚することが必要だ。憲法審査会任せでなく、積極的に議員が動くべきだ。
　－国民投票への対応は。
　民進党もある程度賛成できるような、少なくとも正面から反対できないような案を提案することが必要だ。１００点満点の改正は考えていない。９０、８０点も難しい。７０点でもいいから、大事なところはきちんと守り、あとは最大限譲歩してでも民進党も賛成に回ってもらえるような案を作れば、国民投票も成功するのではないか。
　百地　章氏（ももち・あきら）京大院修了。愛媛大教授を経て日大法学部教授（憲法学）。憲法改正を目指す民間団体「美しい日本の憲法をつくる国民の会」幹事長。６９歳。（時事通信2016/09/12-16:00）
保岡氏、衆院憲法審査会長続投へ　与野党協調路線派
朝日新聞デジタル2016年9月13日17時23分

保岡興治元法相（再利用画像）
　自民党は１３日までに、衆院憲法審査会長に保岡興治元法相を続投させる方針を固めた。自転車事故による頸髄（けいずい）損傷で幹事長を退いた谷垣禎一氏を充てる人事を模索していたが、谷垣氏の入院が続いているため難しいと判断した。
　保岡氏は２０１４年１２月に審査会長に就任。与野党の合意形成を重視した協調路線派とみられている。参院選の結果、改憲勢力が衆参両院で「３分の２」を占めたものの、自民党としては野党側の意向に配慮して憲法論議を進めていく姿勢を示した人事と言える。
　審査会では１５年６月、長谷部恭男氏ら憲法学者３人が安全保障関連法を「憲法違反」と批判。これ以降、実質審議は開かれていない。自民党としては審査会を早期に再開させたうえで、民進党も巻き込みつつ、改憲項目の絞り込みを見据えた環境を整備したい考えだ。
「市民連合」、野党共闘継続を要望　民進代表選で争点
朝日新聞デジタル佐藤恵子2016年9月12日21時04分

記者会見する市民連合のメンバーら＝東京都内
　安全保障関連法の廃止などを求めている団体「市民連合」は１２日、東京都内で記者会見を開き、１５日投開票の民進党代表選で選ばれる新代表にも、野党共闘路線が引き継がれるよう求めた。
　代表選には蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎氏の３氏が立候補。今夏の参院選での野党共闘は、前原氏が「リセットすべきだ」と発言するなど、争点の一つになっている。
　前原氏の発言などを受け、市民連合は１２日の会見で「参院選は野党共闘によって、全３２の１人区のうち１１選挙区で野党統一候補が議席を得た」とした上で、「衆院選の小選挙区で勝利するためには、野党と市民の協力を持続する以外にない」と訴えた。
　市民連合メンバーの中野晃一・上智大教授は「新代表には、野党共闘の路線を継承、強化していく方向でリーダーシップをとってほしい」と話した。（佐藤恵子）
産経新聞2016.9.12 22:33更新 
【民進党代表選】元シールズら「市民連合」が野党共闘の継続申し入れ
　先月解散した学生団体「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」元メンバーらによる「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」は１２日の記者会見で、民進党代表選に出馬した蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長の３氏に対し、次の衆院選でも７月の参院選と同様に野党共闘を強化するよう申し入れたことを明らかにした。
しんぶん赤旗2016年9月13日(火)

共闘発展へ議論を　市民連合　民進代表選で「見解」
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（写真）記者会見する市民連合の（手前から）中野、千葉、西郷、高田の各氏＝12日、国会内


　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」（市民連合）は１２日に国会内で記者会見し、民進党代表選（１５日選出）について、同連合が８日に発表した「見解」を説明し、市民と野党の共闘を発展させる方向で議論を進めるよう求めました。

　会見で、「総がかり行動実行委員会」の高田健さんは、市民と野党の共闘について「政党、市民団体の相互の努力の積み上げがあって、ようやくできた枠組みだ」と強調。参院選前に市民連合と野党各党との政策合意にまで進んだことにふれ、「これを大事にして、この画期的な枠組みを発展させる方向で代表選に取り組んでいただけるように、お願いしたい」と語りました。

　中野晃一・上智大学教授（立憲デモクラシーの会）は、民進党代表選について「野党共闘の是非ではなく、野党共闘を改善、強化していく方向に議論を進める絶好の機会だ」と指摘。「野党第１党の民進党が率先し、他党と市民と連携してやっていくんだというビジョンを出す機会としていただきたい」と話しました。

　元シールズの千葉泰真さんは、市民連合と民進党が「沖縄の民意を無視した辺野古新基地建設の中止」を合意していることにふれ、「誰が代表になられても、その（合意の）重さをよく理解したうえで沖縄を見つめてほしい」と述べました。

　安保関連法に反対するママの会の西郷南海子さんは、母親たちの署名活動や選挙での取り組みを紹介し、「この１年間に市民がなしとげた大きなジャンプを過小評価しないでほしい」、「（代表選では）こういう（市民の）力を集めて、もう一回新しい政党になろうという姿を見せてほしい」と求めました。

核実験「断じて容認できない」＝安倍首相、自衛隊幹部に訓示
自衛隊の高級幹部らに訓示を述べる安倍晋三首相（左）＝１２日午前、防衛省
　安倍晋三首相は１２日午前、防衛省で開催した自衛隊高級幹部会同で訓示し、北朝鮮による核実験について「わずか９カ月の間に２度にわたり核実験を強行した。断じて容認できない」と非難した。北朝鮮の弾道ミサイル発射についても「立て続けにわが国の排他的経済水域（ＥＥＺ）にミサイルが撃ち込まれた。前例のない事態だ」と述べ、万全の体制で対応するよう指示した。
　首相はまた、中国軍機の領空侵犯などを念頭に、「極めて厳しい状況にわが国は直面している。その強い危機感を諸君と共有している」と指摘。「わが国の領土、領海、領空、国民の命と平和な暮らしは断固として守り抜く決意だ」と強調した。
　一方、１９日で成立１年を迎える安全保障関連法に関し、「仕組みはできた。あとは血の通ったものとする。必要なことは防衛省・自衛隊による実行だ」と述べた。（時事通信2016/09/12-12:00）
対北朝鮮、首相「前例ない事態」　自衛隊に訓示、制裁へ準備指示

共同通信2016/9/12 12:49
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防衛省で栄誉礼を受ける安倍首相＝12日午前　安倍晋三首相は12日午前、防衛省で開かれた自衛隊高級幹部会同で訓示した。一連の北朝鮮による核実験や弾道ミサイル発射に関して「わずか9カ月の間に、2度にわたって核実験を強行した。断じて容認できない」と非難した。「国際社会の非難の声を無視し、弾道ミサイルの発射も繰り返している。前例のない事態だ」とも指摘した。11日までに、北朝鮮に対する日本独自制裁の強化に向けた準備を指示した。

　稲田朋美防衛相も訓示し、安保法に伴い自衛隊任務が拡大したことについて「任務遂行のための能力を高める努力を不断に行い、あらゆる事態に適切に対応できるよう万全を期す」と述べた。

安倍首相 　厳しい状況直面、強い危機感共有…防衛省で訓示
毎日新聞2016年9月12日　11時32分（最終更新　9月12日　
　安倍晋三首相は１２日午前、防衛省で開かれた自衛隊高級幹部会同で訓示し、北朝鮮の５回目の核実験について、「核実験の強行は容認できない。極めて厳しい状況に我が国は直面しており、強い危機感を諸君と共有している」と述べた。 
　陸海空各自衛隊の幹部ら約１８０人が出席。首相は北朝鮮について、「国際社会の非難の声を無視し、先月、今月と立て続けにＥＥＺ（排他的経済水域）に弾道ミサイルが打ち込まれた。前例のない事態だ」と指摘。尖閣諸島周辺の中国公船の領海侵入などにも触れ、安全保障環境の変化を強調した。【真野敏幸】 
「シン・ゴジラでも自衛隊が活躍。国民が支持」安倍首相
朝日新聞デジタル2016年9月12日19時34分
■安倍晋三首相
　内閣総理大臣の最も重要な責務は、国民の命、平和な暮らしを守ることだと考えています。自衛隊の皆さんが２４時間、３６５日、厳しい環境のもとで黙々とこの責務を果たしていることに敬意を表したい。私はこの半月ほどで政府専用機で地球２周分の距離を動きました。行く先々で自衛隊のグローバルな活躍を再確認し、世界の平和と安定のため汗を流している皆さんを大変誇らしく思いました。
　このような現実の世界のみならず、今話題の映画「シン・ゴジラ」でも自衛隊が大活躍していると聞いています。私と官房長官は、短期間のうちに死亡するそうです。官房副長官は生き残っています。統合幕僚長以下、自衛隊員の皆さん、格好良く描かれているとうかがっています。このような人気もまた、自衛隊に対する国民の揺るぎない支持が背景にあるのだと思います。（自衛隊幹部との懇親会で）
首相「国を断固守り抜く」　自衛隊幹部に訓示 
日経新聞2016/9/12 11:18 (2016/9/12 12:56更新)
　安倍晋三首相は12日午前、防衛省での自衛隊高級幹部会同で訓示し、北朝鮮が５回目の核実験を強行したことについて「断じて容認できない。わが国の領土・領海・領空は断固として守り抜く決意だ」と強調した。弾道ミサイル発射を繰り返していることに関しても「前例のない事態だ」とし、防衛力の整備を進める重要性を訴えた。
　首相は北朝鮮の核・ミサイル開発や中国軍艦による領海侵入など安全保障環境の変化にも触れ「現実をしっかり直視し、万全の対応を行わなければならない」と指摘。「想定外は許されない。あらゆる事態に備え、受け身ではなく能動的に行動することが求められる」とも述べた。
　首相は12日昼に首相官邸で開いた政府・与党連絡会議でも「今までの脅威とは異なるレベルのものだ。新たな段階の脅威に対し、我々もこれまでとは異なる対応をしなければならない」と力説。国連安全保障理事会での新たな制裁決議を求めるとともに、日本独自の制裁強化を検討する考えも示した。
　北朝鮮の核実験を受けた対応では、日米韓の当局同士でも連携を急いでいる。外務省の金杉憲治アジア大洋州局長は11日に外務省内で米国務省のソン・キム北朝鮮担当特別代表と会談し、北朝鮮への追加制裁を「最大限の強い措置」とする方針で一致した。
　キム氏は12日に韓国に移動し、13日午前に韓国の金烘均（キム・ホンギュン）朝鮮半島平和交渉本部長と会談し、核実験への対応を巡って協議する予定だ。
首相、安保関連法の本格運用急ぐ 
日経新聞2016/9/12 12:22
　安倍晋三首相は12日午前、３月に施行した自衛隊の活動範囲を広げる安全保障関連法に関し「制度は整った。あとは、これらを血の通ったものにする。必要なのは新しい防衛省、自衛隊による実行だ」と強調し、本格的な運用を急ぐ考えを示した。防衛省での自衛隊高級幹部会同での訓示で述べた。
　稲田朋美防衛相も訓示し、安保法に基づき着手する自衛隊の新任務の訓練について「任務遂行のための能力を高める努力を不断に行うことにより、あらゆる事態に適切に対応できるよう万全を期したい」と強調した。
しんぶん赤旗2016年9月13日(火)

戦争法　首相「実行のとき」　自衛隊幹部に訓示　“政治との直結関係を”

　安倍晋三首相は１２日の防衛省での自衛隊高級幹部に対する訓示で、集団的自衛権行使容認の戦争法＝安保法制の整備や日米新ガイドライン（軍事協力の指針）の策定などをあげて、「今こそ実行のときだ」と述べ、本格的な運用段階への移行を求めました。首相は昨年１２月の同会合の場では、戦争法に基づく新任務について「周到に準備してもらいたい」と述べていました。

　８月２４日の稲田朋美防衛相による新任務の訓練開始表明に続き、首相自らが自衛隊に指示を出した形です。

　首相は、自らが強行してきた▽戦争法▽新ガイドライン▽統合幕僚監部への部隊運用一元化▽武器輸出の解禁―といった憲法破壊を列挙した上で、「制度は整った。あとはこれらを血の通ったものとする。必要なことは、防衛省・自衛隊による実行だ」と強調しました。

　さらに首相は、「私と諸君との紐帯（ちゅうたい）の強さこそが、日本の安全に直結する。自衛隊と政治とのシームレス（切れ目のない）な関係を構築していきたい」と述べ、政治と軍事の垣根を取り払い、文民統制を骨抜きにする考えを表明。「政治の判断が必要となる事項についても、臆することなく積極的にオプション（選択肢）を提示してもらいたい」と制服組へ政策面での関与を求めました。

産経新聞2016.9.12 11:48更新 
【安倍晋三首相訓辞全文】「核実験は断じて容認できぬ」「領土、領海、領空を断固守り抜く」「自衛隊諸君は私の誇り」
　安倍晋三首相は１２日午前に防衛省で行われた自衛隊高級幹部会同で訓示し、５度目の核実験を強行した北朝鮮を厳しく非難した。首相の発言は以下の通り。
　この１年でわが国を取り巻く安全保障環境はめまぐるしく変化しました。この現実をわれわれはしっかり直視し、万全の対応ととらなければなりません。自衛隊最高指揮官たる首相として、幹部諸君に訓示を述べるに当たり、本年はまずその点を強調したいと思います。
　北朝鮮がわずか９カ月の間に２度にわたって核実験を強行しました。断じて容認できません。国際社会の非難の声を無視し、弾道ミサイル発射を繰り返して先月、今月と立て続けにわが国のＥＥＺ（排他的経済水域）にミサイルが撃ち込まれました。前例のない事態であります。さらには軍艦による領海侵入、相次ぐ国籍不明機による領空接近、これが現実であり、極めて厳しい状況にわが国は直面している。この強い危機感を私は諸君と共有している。
　同時に、私たちは固い決意も共有しています。わが国の領土、領海、領空は守り抜く。国民の命と平和な暮らしは断固として守り抜いていく決意であります。この強い決意をもって最も重い責任を全うするため、自衛隊員の諸君は今この瞬間も荒波を恐れず、乱気流を乗り越え、泥にまみれながら、極度の緊張感に耐え、黙々と任務を果たしてくれています。
　全国各地において自衛隊と在日米軍の円滑な任務遂行を支え、そして地方負担の軽減のため、縁の下で汗をかいている諸君の献身を忘れてはなりません。厳しい環境の下で任務を全うする自衛隊員の諸君は私の誇りとするところであります。
　日本を取り戻す。４年前、こう訴えて政権を奪還しました。現実を直視した安全保障政策の立て直しが必要である。その強い信念が政権交代への大きな原動力となりました。第１次政権のとき、防衛庁から省への移行を実現したのも同じ信念に基づくものであります。わが国初となる国家安全保障戦略を策定しました。国家安全保障会議はその戦略を一糸乱れず実行に移していく。そのための支援法です。
　こうした態勢の下に防衛装備品移転３原則の策定をはじめ、安全保障政策の改革は着実に前進しています。限定的な集団的自衛権の行使容認を含む平和安全保障法制が成立し、これと軌を一にして新たな日米ガイドライン（防衛協力の指針）も策定しました。昨年はさらに統合幕僚監部に部隊運用に関する業務を一元化し、名実ともに統合運用態勢が整いました。
　仕組みはできました。制度は整った。あとはこれらを血の通ったものとする。必要なことは新しい防衛省、自衛隊による実行です。国民の命と平和な暮らしを守り抜く。積極的平和主義の旗を高く掲げ、世界の平和と安定、反映にこれまで以上に貢献していく。いまこそ実行の時であります。この困難を伴う仕事を担うのがこれからの防衛省、自衛隊です。日本国民だけでなく、国際社会も大きな期待を寄せています。幹部各位にはその責任の重さをかみしめながら、先頭に立ってがんばってもらいたいと思います。
　相次ぐテロ、地域紛争、国際情勢は一層複雑化し、日々新たな事態が進んでいて、しかし、国民を守るという崇高な責務を担うわれわれには想定外は許されません。これまで起きたことのない事態への備えこそ重要です。
　対応が十分でなければ取り返しがつかないかもしれない。あるいは再び繰り返されるかもしれません。あらゆる事態に備え、時代の変化に目をこらし、受け身ではなく能動的に行動することが求められている。言うは易く行うは難し。この万全の備えを全うするため、今こそ諸君が長年培ってきた知識や経験、錬磨し、研ぎ澄まされた能力、そのすべてを傾けてもらいたいと思います。
　現場における部隊運用のあり方、運用構想、運用を支えるさまざまな制度、あらゆるレベルでこれまで行ってきたことがこれからの世代にも妥当性があるのかどうか、合理的であるのかどうか、聖域なき点検をしていかなければなりません。
　将来に向けた防衛力の整備も極めて重要です。純国産の先進技術実証機、Ｘ２の初飛行は技術優位の確保に対するわが国の強い意志を全世界に示します。有限の資源の中で優先順位をつけながら、いかなる分野に重点投資をしていくのか。現在の中期防衛力整備計画の先を見据えて検討を加速してほしいと思います。
　諸改革を進めるに当たり、政治の判断が必要となる事項についても臆することなく積極的にオプションを提示してもらいたい。私は私と諸君との紐帯（ちゅうたい）の強さこそがわが国の安全に直結すると信じている。かつて自衛隊は存在することに意義があるといわれていた時代がありました。
　しかし、今や諸君の日々の活動のひとつひとつが日本の国益につながっている。警戒監視や情報収集に当たる部隊は私の目であり耳であります。日々の艦艇や航空機の活動する海域や空域、さらにはいかなる訓練をいかなる場所で行うのか。さまざまな部隊をいかに配備するか。それらすべてがわが国の確固たる意思を周辺国をはじめ世界に示し、抑止力としての大きな要素となっています。
　そうした時代にあって、すべては国民を守る、私は自衛隊と政治とのシームレスな関係を構築していきたい。それが時代の要請であると考えます。諸君はそのことを肝に銘じ、最高指揮官たる首相と防衛省、自衛隊が一体となってことにあたることができるよう、常に労をとられてほしいと思います。
　適者生存という言葉があります。生存競争において勝ち残ることができるのは最も力がある者ではありません。その環境に最も適応した者、すなわち環境の変化に柔軟かつ迅速に対応できた者であります。急速に少子高齢化が進むなかで、また、多様な意見が求められる中で、防衛省の現場においても女性の力が絶対的に必要であります。
　女性自衛官の採用を開始して以来、自衛隊における女性活躍の歴史は６０年を越えています。幹部候補生の採用を開始して半世紀。すべての職域が女性に開放されてからでもすでに２０年以上の時を迎えています。しかし、女性自衛官はまだまだ足りない。その比率はイギリスやドイツ、フランスの半分程度、米国、豪州などとの比較では３分の１程度にとどまっています。欧米諸国にできて日本にできないはずがありません。
　稲田大臣のもと、今が改革の時です。最大の壁は根強く残る男性中心の働き方の文化です。これを根底から変えていく必要がある。これはわれわれ男性の問題です。長年定着した組織文化を変えることは容易ではありません。女性活躍は自衛隊が新たな機会に適用できるかどうか、その試金石であります。ここにいる男性幹部諸君ひとりひとりがそれぞれの現場で、自らの問題として積極的に取り組んでもらいたいと思います。本日、この場に女性の将官の姿はありません。高級幹部の登場ももはや時間の問題でありましょう。楽しみに待ちたいと思います。
　わが国は戦後、７０年以上にわたって平和を守り続けてきました。その中で自衛隊の存在が大きな役割を果たしたことは言うまでもありません。しかしきのうまでの平和は明日からの平和を保証するものではありません。変化こそ唯一の永遠である。岡倉天心の言葉です。世の中は私たちが望むと望まざるとに関わらず、絶えず変化を続ける。ですからどうか、きのうまでの常識を常に疑ってください。
　時代に応じて変化することを恐れないでください。平和国家としての歩みをこれからも堅持していく。そのためにこそ常識の殻を打ち破り、改革へのチャレンジを続けてもらいたい。幹部諸君には大いに期待しています。
　私と日本国民はすでに常に諸君をはじめ全国２５万人の自衛隊とともにあります。その自信と誇りを胸に、日本と世界の平和と安定のため、ますます精励されることを切に望み、私の訓示とします。
　平成２８年、９月１２日、自衛隊最高指揮官、首相、安倍晋三。
産経新聞2016.9.12 22:37更新 
安倍首相「最大の壁は男性中心の文化」　異例の自衛隊批判、女性比率アップへ積極的な取り組み指示
　安倍晋三首相は１２日、防衛省で行われた自衛隊高級幹部会同に出席し、女性自衛官の比率が少ないことに触れ「最大の壁は根強く残る男性中心の働き方の文化だ。これを根底から変えていく必要がある」と述べ、異例の自衛隊批判を展開した。欧米諸国の軍と比べ自衛官の女性比率が低いことも指摘、「男性幹部諸君が自らの問題として積極的に（比率増加に）取り組んでもらいたい」と指示した。
　防衛省によると、自衛官に占める女性の割合は平成２７年度末現在で５・９％（１万３４７６人）。防衛省は４２年までに女性比率を９％以上にする目標を掲げているが、米国、フランス、オーストラリアは現時点で約１５％もある。
　首相は「欧米諸国にできて日本にできないはずがない」と語り、首相が掲げる「女性活躍社会」を自衛隊も実現するよう迫った。
６者協議の米韓代表が会談　対北朝鮮「さらに強く圧迫」
朝日新聞デジタルソウル＝東岡徹2016年9月13日12時10分

会談終了後、共同記者会見する米国務省のソン・キム北朝鮮政策担当特別代表（左）と、韓国外交省の金烘均（キムホンギュン）・朝鮮半島平和交渉本部長＝１３日午前、ソウルの韓国外交省、東岡徹撮影
　北朝鮮の核問題に関する６者協議で首席代表を務める米国務省のソン・キム北朝鮮政策特別代表と、韓国外交省の金烘均（キムホンギュン）・朝鮮半島平和交渉本部長が１３日、ソウルで会談した。終了後の共同記者会見で金氏は５回目の核実験を行った北朝鮮に対し、「両国は可能なすべての手段を使って、さらに強く圧迫していくことにした」と述べた。
　会見で金氏は北朝鮮の５回目の核実験に対して１３日現在、８５カ国と八つの国際機関が糾弾する立場を表明していると説明した。また、４回目の核実験以降も国連安全保障理事会の制裁決議などとは別に、６０あまりの国や国際機関が、北朝鮮との高位級の人事交流や協力事業を中止するなど圧力をかけているとした。
　そのうえで、金氏は新たな安保理決議にはより強い措置を講じると強調。キム氏も「北朝鮮にこのような不法で危険な行動については必ず深刻な対価があるということを証明するために、新たな制裁をはじめとする追加的な措置も考慮する」と述べた。具体的には触れなかったものの、北朝鮮の核開発につながる外貨稼ぎをいっそう厳しく制限する内容が検討されているとみられる。
　一方、４回目の核実験の後、北朝鮮には国連安保理の制裁決議や、日米韓の独自制裁も科された。それでも５回目の核実験が行われたことに関連し、キム氏は「制裁や圧迫措置には時間が必要だ」と語った。（ソウル＝東岡徹）
韓国で「核武装論」再燃…米警戒、朴政権は否定

読売新聞2016年09月14日 00時17分

　【ソウル＝中島健太郎】韓国国内で核兵器を開発すべきだという「核武装論」が再燃している。

　米政府に対し、戦術核兵器を在韓米軍に再配備するよう求めるべきだとする声も出始めた。米政府は周辺国が連鎖的に核武装に走る「核ドミノ」を警戒し、絶対に容認しない構えだ。米韓同盟を重視するEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(パククネ),朴槿恵)政権も同様だが、国内世論の高まりに苦慮しそうだ。

　「ＮＰＴ（核拡散防止条約）を脱退して、条件付きの核武装を」

　保守派の論客として知られるコラムニストEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(キムデジュン),金大中)氏は、１３日付の韓国最大手紙・朝鮮日報で、こう主張した。米国や中国の北朝鮮への影響力には限界があるとし、「核には核で対応しなければならない」と続けた。政界では与党セヌリ党のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(ウォンユチョル),元裕哲)前院内代表が、核武装についても議論する特別委員会を国会に設置するよう求めている。【続きあり】
戦略爆撃機を飛来・空母演習に…米、北けん制

読売新聞2016年09月12日 21時15分



米軍のＢ１戦略爆撃機

　【ソウル＝中島健太郎】韓国政府関係者によると、北朝鮮による５回目の核実験を受け、米軍は１３日に核爆弾搭載可能なＢ１戦略爆撃機を韓国に飛来させるほか、来月行う米韓軍事演習に米空母「ロナルド・レーガン」を投入し、実戦的な訓練を行う。

　軍事的圧迫でEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(キムジョンウン),金正恩)政権をけん制する狙いだ。

　Ｂ１戦略爆撃機は航続距離が長く、核爆弾や巡航ミサイルなど大量の武器を搭載可能。機体の防御能力も高く、米空軍の抑止力の要だ。８月以降はアジア太平洋地域への展開に備え、米領グアムに配備された。

　米韓両軍が機密扱いのＢ１爆撃機の展開をあえて公開するのは、攻撃が常時可能との警告を北朝鮮に送るためだ。Ｂ１爆撃機は北朝鮮の対空砲の射程外から、爆弾を投下することが可能という。１月の核実験後も、米軍はＢ１と同様に攻撃能力が高いＢ５２戦略爆撃機を韓国上空に展開させた。

米爆撃機、韓国上空を飛行＝北朝鮮の挑発抑止
　【ソウル時事】米Ｂ１戦略爆撃機２機が１３日、グアムのアンダーセン空軍基地から発進し、韓国に到着、ソウル南方の烏山空軍基地上空を飛行した。在韓米軍が発表した。
　Ｂ１爆撃機は米軍のＦ１６戦闘機、韓国軍のＦ１５Ｋ戦闘機と共に低空飛行を実施した。北朝鮮は９日、５回目の核実験を強行した上、北東部の核実験場で追加実験の準備を整えたとみられている。米爆撃機の韓国派遣には、北朝鮮をけん制し、新たな挑発行為を抑止する狙いがある。（時事通信2016/09/13-11:40）
米、戦略爆撃機を韓国展開　北朝鮮の追加核実験けん制

共同通信2016/9/13 12:28

　【ソウル、ワシントン共同】米軍は日本時間の13日午前、米領グアムに配備しているB1戦略爆撃機2機を韓国に展開させた。9日に5回目の核実験を強行、追加実験の準備も整えているとされる北朝鮮に対し、迅速かつ強力な攻撃を加える能力があることを見せつけて挑発をけん制する狙いがある。2機はソウル南方の米空軍烏山基地の上空に飛来。ブルックス在韓米軍司令官は声明を発表し、「米軍は地域の同盟国を守る」と強調した。

　米国のシンクタンク「全米科学者連盟」の核専門家、ハンス・クリステンセン氏によると、B1は現在、核弾頭は搭載しない仕様になっているという。

米爆撃機、日韓機と訓練　北の核実験けん制、新指針適用

共同通信2016/9/13 20:46
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B1戦略爆撃機（右の2機）と訓練する航空自衛隊のF2戦闘機＝12日（米太平洋軍提供・共同）　【ワシントン共同】米太平洋軍は12日（日本時間13日）、北朝鮮による5回目の核実験への対抗策として、グアムから朝鮮半島に派遣したB1戦略爆撃機が日韓両国の戦闘機とそれぞれ訓練を実施したと発表した。日米訓練は、昨年改定した日米防衛協力指針（ガイドライン）や防衛大綱に沿った措置としている。新指針は「適時かつ実践的な訓練」が抑止につながるとしており、北朝鮮の核の脅威を前に日米の運用一体化が今後さらに加速しそうだ。

　米軍は日米韓3カ国の連携を誇示することで追加核実験など北朝鮮の挑発をけん制する狙いがある。

米爆撃機、空自機とも飛行＝日韓との連携示す
　【ソウル時事】米太平洋軍司令部は１３日、北朝鮮の核実験を受けて韓国上空を飛行したＢ１戦略爆撃機が直前に、日本上空で航空自衛隊のＦ２戦闘機と訓練を行ったと発表した。日米韓の連携姿勢を示し、北朝鮮のさらなる挑発をけん制する狙いとみられる。
　ハリス司令官は「北朝鮮の挑発行為に対し、日米韓の結束を行動で示した」と強調。防衛省航空幕僚監部は「日米共同対処能力などの向上が目的」と説明した。
　米軍や空自によると、合同訓練は九州周辺の上空で実施され、Ｂ１とＦ２が２機ずつ編隊を組み、戦闘訓練を行った。
　Ｆ２はその後、国際空域で韓国軍機と交代。Ｂ１は１３日、米領グアムのアンダーセン空軍基地から発進し、ソウル南方にある在韓米軍の烏山空軍基地上空を韓国軍のＦ１５戦闘機と共に低空飛行した。（時事通信2016/09/13-16:48）
米戦略爆撃機、日韓戦闘機と訓練　「北朝鮮に結束示す」
朝日新聞デジタル福井悠介2016年9月13日14時52分
　米太平洋軍と航空自衛隊は１３日、グアムから韓国へ派遣した米空軍のＢ１Ｂ戦略爆撃機２機が九州付近を通過する際、航空自衛隊のＦ２戦闘機２機と共同訓練を実施したことを明らかにした。Ｂ１Ｂは空自機との訓練に続き、韓国軍のＦ１５戦闘機とも、ソウル近郊の在韓米軍烏山（オサン）空軍基地付近を低空飛行した。
　Ｂ１Ｂは核爆弾を搭載可能な爆撃機として開発された。１９９０年代以降は核兵器以外の通常兵器に限って使われている。今回の派遣は北朝鮮が９日に５度目の核実験を行ったことを受けた措置だ。米太平洋軍のハリス司令官は「今回の一連の飛行は、北朝鮮の挑発的な行動に対し、韓国、米国、日本が結束して防衛に当たることを示すものだ」とのコメントを出した。（福井悠介）
米Ｂ１爆撃機、韓国上空に展開…北けん制狙い

読売新聞2016年09月13日 11時17分

１３日、韓国ソウル郊外の在韓米軍・烏山（オサン）空軍基地の上空を飛行する米軍のＢ１戦略爆撃機（中央）＝ロイター

　【ソウル＝井上宗典】米軍のＢ１戦略爆撃機２機が１３日午前１０時頃、韓国ソウル南郊の在韓米軍EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(オサン),烏山)空軍基地の周辺上空を飛行した。

　在韓米軍が発表した。Ｂ１は核爆弾や巡航ミサイルなど大量の武器を搭載可能。９日に５回目の核実験を行った北朝鮮をけん制し、軍事的な挑発行為を抑制する狙いがある。

　Ｂ１は１３日、８月から配備されている米領グアムのアンダーセン空軍基地を離陸後、烏山基地上空で、米軍のＦ１６戦闘機と韓国軍のＦ１５戦闘機とともに低空飛行を行った。

　ブルックス在韓米軍司令官と、韓国のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(イスンジン),李淳鎮)合同参謀本部議長は同基地で記者発表し、「国際的な義務を露骨に無視する北朝鮮に対し、軍事的対応の強化が求められる」と述べ、北朝鮮へのけん制と、米韓両軍の緊密さをアピールした。

米戦略爆撃機Ｂ１Ｂ、韓国に派遣　「核の傘」を誇示
朝日新聞デジタルソウル＝牧野愛博2016年9月13日13時12分
　米太平洋軍は１３日、北朝鮮が９日に５度目の核実験を行ったことを受け、核兵器も搭載できる戦略爆撃機Ｂ１Ｂを韓国に派遣した。米国の「核の傘」を見せつけて北朝鮮を牽制（けんせい）すると同時に、韓国の一部で広がる「核武装論」を抑え込む狙いがあるとみられる。
　在韓米軍によると、２機のＢ１Ｂがグアムの空軍基地を離陸し、ソウル近郊・平沢（ピョンテク）にある在韓米軍烏山（オサン）空軍基地付近を韓国空軍Ｆ１５戦闘機と在韓米軍Ｆ１６戦闘機とともに低空飛行した。
　ブルックス在韓米軍司令官は１３日、同基地での記者会見で「北朝鮮の核実験は容認できない脅威だ。我々は韓国に拡大抑止を提供する」と強調。李淳鎮（イスンジン）韓国合同参謀本部議長も「北が挑発すれば、体制を根本から揺るがす報復措置を取る」と警告した。【続きあり】
北朝鮮核実験受け 自衛隊戦闘機が米軍爆撃機と共同訓練
ＮＨＫ9月13日 17時31分
航空自衛隊は、北朝鮮の核実験を受けてアメリカ軍の戦略爆撃機がグアムから韓国に向かう際、九州周辺の空域で自衛隊の戦闘機が合流し共同訓練を行ったと発表しました。
アメリカ軍の戦略爆撃機Ｂ１、２機は、今月９日に北朝鮮が５回目の核実験を行ったことを受けて、１３日、グアムの空軍基地から韓国に派遣されました。
航空自衛隊によりますと、Ｂ１が韓国に向かう際、九州の西の空域で福岡県の築城基地に所属する自衛隊のＦ２戦闘機、２機が合流し、共同訓練を行ったということです。航空自衛隊が公開した訓練の写真には、Ｂ１の後方を自衛隊のＦ２、２機が編隊を組んで飛行する様子が写っています。航空自衛隊によりますと、日本の防空識別圏の境界の手前で共同訓練を終え、その後、韓国方面に向かったＢ１と韓国軍機が合流したのを確認したということです。
航空自衛隊は「アメリカ軍の爆撃機が飛来するタイミングに合わせて通常の共同訓練を行った」としています。
一方、アメリカ太平洋軍は今回の飛行について、日米韓３か国の連携を示したとしています。
北朝鮮への抑止効果 答え控える
菅官房長官は午後の記者会見で、「まず航空自衛隊の戦闘機とアメリカ軍の戦略爆撃機が九州周辺の訓練空域において共同訓練を行い、アメリカ軍の戦略爆撃機は、訓練ののちに韓国に飛行し、続けて韓国軍との間で共同訓練を実施したと承知している」と述べました。そのうえで、菅官房長官は、北朝鮮に対する抑止効果について、「訓練を韓国軍とアメリカ軍が行ったことは、アメリカや韓国の運用に関わることであり、政府としては答えることは控えたい」と述べました。
米爆撃機派遣に自制要求＝中国
　【北京時事】中国外務省の華春瑩・副報道局長は１３日の定例会見で、米軍が戦略爆撃機を韓国などに派遣したことを受け、「地域の緊張をエスカレートさせてはならない」と批判し、関係国に「理性と自制」を保つよう求めた。華副局長は「地域情勢が緊張し、悪循環に陥れば、誰の利益にもならない」と訴えた。（時事通信2016/09/13-18:06）
京都御苑でテロなど想定し初訓練　通年公開に備え

京都新聞2016/9/12 12:50
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爆発物を想定し、不審物を特殊機材を使って移動させる府警の爆発物処理班（京都市上京区・京都御所）

　京都市上京区の京都御所が7月末から通年の一般公開を始めたことに伴い、京都府警や市消防局などが12日、同区の京都御苑で、テロや火災を想定した初の訓練を実施した。

　訓練は、宮内庁に爆破予告があったとの想定で開始。皇宮警察が観光客らの出入り口となる御所北西側の清所門前で、不審物を発見し、参観者を迅速に避難させた。不審物は府警の爆発物処理班が特殊機材で移動させた。また、御苑内で不審車両が爆発し、負傷した多数の被害者を救助する訓練も行われた。

　宮内庁京都事務所によると、通年公開の開始から現在まで1日平均約2千人が訪れているという。秋の観光シーズンは5千人前後を見込んでいる。

会期延長発言に抗議＝民進
　民進党の榛葉賀津也参院国対委員長は１２日午前、自民党の松山政司参院国対委員長と国会内で会い、松山氏が臨時国会の召集日や会期延長に言及していたとして「内閣が一言も言っていない段階で、前代未聞だ」と抗議した。
　会期延長の有無などについては、会期末に政府・与党が判断するのが通例。松山氏は、所属する自民党岸田派の８日の会合で、臨時国会について「２６日開会、１１月３０日を（会期末の）一つの節目として考えている。延長も十分あり得る」と報告し、直後に撤回した。（時事通信2016/09/12-12:33）
自民党 　谷垣氏メッセージ「加藤先生逝去は寂しい限り」
毎日新聞2016年9月12日　19時38分（最終更新　9月12日　19時54分）
　自転車事故で入院中の自民党の谷垣禎一前幹事長のメッセージは、９日に死去した自民党の加藤紘一元幹事長にも触れ、「長年ご指導いただいた加藤先生の逝去は誠に寂しい限りだ。（三女で衆院議員の）加藤鮎子先生に大きく育っていただくためにも、残された我々が頑張らなくてはならない」とした。谷垣グループは旧加藤派の流れをくんでおり、「加藤の乱」の際の谷垣氏は、内閣不信任案への賛成票を投じようとした加藤氏を引き留めた側近でもあった。グループ代表世話人の逢沢一郎衆院議員は「加藤の乱は痛恨事だった。加藤先生は旧来の自民党を超える新しい党を常に模索していた」と振り返った。【高橋恵子】 
加藤紘一氏、友好に貢献＝中国外務省
　【北京時事】中国外務省の華春瑩・副報道局長は１２日の記者会見で、９日に死去した加藤紘一元衆院議員について、「中国人民の古い友人だ。中日友好に長く尽力し、重要な貢献をした。中国は高く評価している」と語った。加藤氏は日中友好協会の会長を務めるなど、両国関係に深く関わった。　（時事通信2016/09/12-18:41）
自民党 　谷垣氏メッセージ「機能回復のリハビリに集中」
毎日新聞2016年9月12日　18時42分（最終更新　9月12日　20時22分）
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自民党の谷垣禎一前幹事長＝藤井太郎撮影
　自転車事故で入院中の自民党の谷垣禎一前幹事長の政策グループ（有隣会）の研修会が１２日、長野県軽井沢町であり、政治活動再開に意欲を示す谷垣氏のメッセージが披露された。「外科的な措置は完全に終了し、機能回復のリハビリに集中して取り組んでいる。一日も早く復帰できるよう努力する」との内容で、谷垣氏の秘書が代読した。 
　事故後に谷垣氏のコメントが出るのは初めて。メッセージで谷垣氏は「皆様に多大なご迷惑をかけたことを改めておわびします」と謝罪。回復状況について「少しずつだが、毎日確実に（リハビリの）効果が上がるのを実感しています」と説明した。研修会には約２０人が参加。グループの派閥化や他派閥との合併などが取りざたされているが、谷垣氏周辺によると、当面現在のグループ体制を継続する方針だ。【高橋恵子】 
産経新聞2016.9.12 15:21更新 
自民・二階俊博幹事長、東京１０区補選、福岡６区両補欠選挙にR

　自民党の二階俊博幹事長 
　自民党の二階俊博幹事長は１２日の政府・与党連絡会議で、保守分裂が懸念されている衆院東京１０区と福岡６区の両補欠選挙（１０月２３日投開票）について、「必勝態勢を構築すべく、調整している。勝利を目指して準備をしたい」と述べ、公明党にも協力を要請した。公明党の井上義久幹事長は「与党一体となって対応する」と応じた。二階氏が記者会見で明らかにした。
若狭氏有力の見方＝自民、公募締め切り－東京１０区補選
　衆院東京１０区補欠選挙（１０月２３日投開票）に向けた自民党の候補者公募が１３日、締め切られた。小池百合子東京都知事に近い若狭勝衆院議員（比例東京）も応募。党内では、小池氏の支援が見込める若狭氏が候補に内定するとの見方が強い。同党は、投開票日の約１カ月前の今月２１日までに候補者を選定する方針だ。
　古屋圭司選対委員長は１３日、党本部で記者会見し、公募に４５人の応募があったと説明。国会議員の有無について「（応募者に）現職議員はいる。人数は答えられない」としつつ、若狭氏から応募があったことは明らかにした。
　若狭氏が出馬すれば、東京１０区から都知事に転じた小池氏の全面支援を受ける見通し。同党は来年の東京都議選もにらみ、小池氏との対立は避けたい考え。党内からは「若狭氏に勝る候補はなかなかいない」（東京都選出議員）との声が上がっている。　（時事通信2016/09/13-22:06）
蓮舫氏の優位変わらず、初回投票で決着も　民進代表選
朝日新聞デジタル星野典久、中崎太郎2016年9月13日23時04分
　民進党代表選は１５日、投開票される。蓮舫代表代行（４８）が国会議員（１４７人）のうち７０人近くの支持を固めて優位を保ち、地方議員や公認内定者、党員・サポーターらにも支持を広げて、１回目の投票でポイント全体の過半数獲得が視野に入った。前原誠司元外相（５４）の支持は伸び悩んでおり、決選投票に持ち込めるかが焦点だ。
　蓮舫氏は１３日、記者会見し、日本国籍を獲得した際に放棄を届け出たと説明していた台湾籍について「残っていた」と明らかにした。これまでの説明との食い違いがあることについて、「発言が一貫性を欠いていた。おわび申し上げる」と述べたが、代表選立候補を取りやめる考えはないことを強調した。
　蓮舫氏を支援する岡田克也代表が「多様性を大事にするのは、わが党の基本的な価値。代表としてふさわしい」と述べるなど、すでに支持を固めている細野豪志元環境相ら各グループの支援は変わりない。朝日新聞社が１０、１１日に実施した全国世論調査でも、民進支持層の６１％が蓮舫氏を支持。蓮舫陣営は「公認内定者や地方議員にも、支持を伸ばしている」と分析しており、台湾籍をめぐる騒動が代表選の勝敗を左右する状況にはなっていない。
　国会議員の支持では、前原氏が４０人程度、玉木雄一郎氏（４７）は二十数人にとどまる。前原陣営は、蓮舫氏の１回目の投票での選出を阻止して決選投票に持ち込んだうえで、玉木氏との「２、３位連合」を描いているが、具体的な連携は進んでいない。（星野典久、中崎太郎）
多国籍軍参加に否定的＝３候補「湾岸戦争」例に－民進代表選
　民進党代表選（１５日投開票）に立候補している蓮舫代表代行、前原誠司元外相、玉木雄一郎国対副委員長は１２日、インターネット動画サイト「ニコニコ動画」が中継する討論会に参加した。司会を務めたジャーナリストの田原総一朗氏が、湾岸戦争を引き合いに日本が多国籍軍に参加すべきか質問したのに対し、３候補とも自衛隊派遣に否定的な見解を示した。
　蓮舫氏は「憲法９条がある。参加できないし、しない」と明言し、前原氏は「今の法律では参加できない。日本の貢献の在り方を考えるべきだ」と慎重な立場を表明した。玉木氏も「出るべきでない」と語った。
　少子高齢化に伴って懸念される労働人口減少への対策もテーマとなり、蓮舫氏は「女性も働かないと労働力を外国に頼るところまで追い込まれる」と主張。前原氏は「移民には賛成しない。外国人労働者の受け入れ要件を緩和すべきだ」と指摘した。玉木氏は外国人技術者を積極的に受け入れる「平成の渡来人計画」を提唱した。　（時事通信2016/09/12-17:54）
蓮舫氏国籍、問題ない＝共産・小池氏
　共産党の小池晃書記局長は１２日の記者会見で、民進党の蓮舫代表代行が日本と台湾の「二重国籍」を指摘されていることについて、「日本国籍がなければ（国政）選挙に出られないわけだから、何の問題もない」と擁護した。
　小池氏は「父が外国籍だからということで排除するような議論は極めて差別的だ」とも述べた。
　次の衆院選などでの野党共闘については「（党首間で）約束しているわけだから、われわれはひたすら実施を迫っていく」とし、「ボールは民進党にある。野党共闘で進もうという方向で、ぜひ協議を始めてほしい」と語った。　（時事通信2016/09/12-17:53）
「二重国籍」か判断避ける＝蓮舫氏問題で法務省
　民進党の蓮舫代表代行が、日本国籍取得後も台湾（中華民国）籍が残っていたことを認めた問題で、国籍事務を管轄する法務省は、「二重国籍」に当たるかどうか判断を避けている。日本と台湾の間に国交がなく、今回のようなケースに台湾と中国（中華人民共和国）のどちらの法律を適用するかが定まっていないためだ。
　台湾の「国籍法」は、台湾籍を放棄するには台湾当局の許可を必要としているが、蓮舫氏はこの手続きを取っていなかった。一方、中国の国籍法は、外国籍取得の時点で自動的に中国籍を失うと定めており、中国の法律に従えば二重国籍の問題は生じない。
　法務省の担当者は１３日、「実際に外国籍があるかどうかは、その外国政府が判断すべき事柄だ」と指摘する一方、蓮舫氏のケースで「外国政府」が台湾当局と中国政府のどちらを指すかは特定しなかった。
　日本は１９７２年に中国と国交を正常化し、台湾と断交。同年の日中共同声明では「日本政府は、台湾が中国の一部とする中国の立場を尊重する」と明記した。その後も日台間の人的往来、交易は続いている。　（時事通信2016/09/13-22:34）
蓮舫氏、民進代表選後に不安＝説明が二転三転－台湾籍問題
　民進党の蓮舫代表代行が１３日、父親の出身地である台湾（中華民国）籍を現在も残したままであることを認め、謝罪に追い込まれた。２日前には「二重国籍疑惑はない」と断言したばかり。投開票が１５日に迫った代表選での優勢は揺るがないとの見方は強いが、説明を二転三転させたことは党のイメージダウンにつながりかねず、仮に勝利した場合でも、党運営の不安材料になりそうだ。
　「私は日本人だ。ただ台湾籍が残っていた。改めて籍を抜く作業をしている」。蓮舫氏は１３日の民放番組で、自身の国籍問題を重ねて釈明した。
　これに先立つ記者会見では従来の説明を覆して、日本と台湾のいわゆる「二重国籍」状態が続いていることを明らかにした。１２日夕に事実が判明したとして１３日午前に緊急会見に臨んだ蓮舫氏は、「記憶の不正確さから混乱を招いた」「発言が一貫性を欠いた」として「おわび」を表明したが、代表選からは撤退しない考えを強調した。
　「二重国籍」疑惑は、代表選告示前からインターネット上で指摘されていたが、蓮舫氏は３日の民放番組で「（台湾）籍は抜いている」と明確に否定。だが、６日の会見では「（台湾籍放棄の）確認が取れていない」と発言を修正した。一方でネットメディアの取材には「（日本と中華民国が断交した）１９７２年以降、私の国籍は形式上『中国』。中国の国内法では外国籍を取得した者は自動的に（中国籍を）喪失をしているので、二重国籍にはならない」とも語っていた。
　代表選で党員・サポーターによる郵便投票は１３日が締め切り。そのほとんどが、蓮舫氏の真実を知らないまま投票したことになる。
　蓮舫氏の陣営幹部が「国会で自民党から攻撃される可能性はある」と認める通り、代表に就任すれば、反転攻勢を目指す２６日召集予定の臨時国会で、いきなり釈明を迫られる。「代表としての疑問符は付く。党に相当なマイナスになる」「自分で傷口を広げた」。対立候補の陣営からは、蓮舫氏の対応を批判する声が相次いだ。（時事通信2016/09/13-18:30）
民進代表選 　蓮舫氏支持伸ばす　決選でも有利か　終盤情勢
毎日新聞2016年9月14日　07時00分（最終更新　9月14日　10時14分）
　毎日新聞は民進党代表選（１５日投開票）で、国会議員と国政選挙公認候補予定者についての終盤情勢調査を実施した。蓮舫代表代行（４８）が序盤から支持を伸ばし、国会議員・公認予定者票計４１２ポイントのうち４５％超の１８９ポイントを固めた。支持可能性が高いとみられる議員らを加えれば半数の２０６ポイントを上回る勢いだ。 
　調査は１２、１３両日に行った。蓮舫氏を支持する国会議員は７０人、公認予定者は４９人。前原誠司元外相（５４）を支持する国会議員は３６人、公認予定者は２９人で、１０１ポイントを固めた。玉木雄一郎国対副委員長（４７）は国会議員２２人、公認予定者７人を固め、５１ポイントとなった。 
[image: image16.jpg]RiEEHRRD
ESEA L EAREEARTEERO
KBRS

HE BT
/

EZd
ERIESR

EOCENG
189 51

4% 2%




民進党代表選の国会議員と国政選挙公認予定者票の終盤情勢
　今月７日の毎日新聞調査と比較すると、蓮舫氏支持は国会議員が６人、公認予定者が９人増えた。新たに前原氏支持となったのは国会議員１人、公認予定者１人。新たに玉木氏支持となった国会議員はおらず、公認予定者は４人。態度未定だった議員らの多くが蓮舫氏に流れ、差は開いた。 
　代表選は国会議員に計２９４ポイント（１人２ポイント）、公認予定者に計１１８ポイント（１人１ポイント）を割り振り、地方議員は計２０６ポイントを、党員・サポーターは計２３１ポイントを比例配分する。１回目の投票で過半数を獲得する候補がいなければ、国会議員と公認予定者のみで上位２人の決選投票を行う。 
　蓮舫氏は地方議員、党員・サポーター票で他候補を圧倒しているとみられ、１回目の投票で決着する可能性がある。決選投票にもつれこんだ場合でも有利な情勢だ。ただ、台湾籍をめぐる問題では対応を批判する声があり、投票に影響する可能性もある。【野原大輔】 
産経新聞2016.9.14 07:01更新 
【民進党代表選】埼玉県選出議員、前原誠司氏支持多く　蓮舫氏の国籍問題が波紋
　１５日の民進党臨時党大会で投開票される党代表選で、埼玉県選出国会議員７人の支持で判明分は蓮舫代表代行２人、前原誠司元外相４人で、前原氏への支持の多さが目立っている。全体では蓮舫氏が優勢とみられるが、同氏が１３日、台湾籍が残っていたことを明らかにし謝罪したことで、支持を表明していた議員からは戸惑いの声も上がっている。（菅野真沙美）
　蓮舫氏を支持するのは、推薦人となった武正公一衆院議員と、細野グループの鈴木義弘衆院議員。武正氏は「本人の発信力、突破力に期待する」、鈴木氏は「グループとして支持を決めたことが大きいが、行政改革を進めていく姿勢が共感できる」と評価する。
　台湾籍の問題では、武正氏が「きちんと説明をして手続きを行っており、引き続き支持する」とする一方、鈴木氏は「ルールを重視すべき政治家として『記憶の不正確さ』で済む問題ではないのではないか。代表になったとして、その後に国民の理解と支持を得ることができるのか」と疑問を呈す。ただ、支持については「既に党員の投票は行われており、グループとして変えるのは筋が通らないだろう」と話した。
　前原氏支持は県連代表の大島敦衆院議員、小宮山泰子衆院議員、坂本祐之輔衆院議員、大野元裕参院議員の４人で、全員が推薦人。理由は「安倍政権にしっかりとした提案もできるし、チェック機能も果たせる」（坂本氏）、「良いバランスで党を作れる人脈とルートを築いている」（小宮山氏）と、前原氏の経験豊富さを挙げる声が多い。
　前原氏が自らを「旧民主党政権の戦犯の一人」と述べたことに大島氏は「反省により排除から寛容に変わった」と評価するが、大野氏は「反省は踏まえなければいけないが、政策を語る時間が減ってしまっている」と焦りをにじませた。
　枝野幸男氏は党執行部の立場から、「代表選についてはコメントしない」としている。
　代表選は党員・サポーター２３１ポイント▽地方自治体議員２０６ポイント▽公認候補予定者１１８ポイント（１人１ポイント）▽国会議員２９４ポイント（１人２ポイント）－の集計で争われる。
◇
■県選出民進党国会議員の支持先
【蓮舫氏】
武正公一氏（衆・比例北関東）
鈴木義弘氏（衆・比例北関東）
【前原誠司氏】
大島敦氏（衆・６区）
小宮山泰子氏（衆・比例北関東）
坂本祐之輔氏（衆・比例北関東）
大野元裕氏（参・選挙区）
【玉木雄一郎氏】
なし
【不明】
枝野幸男氏（衆・５区）
蓮舫氏、台湾籍確認し「おわび」　「違法性はない」代表選は継続

共同通信2016/9/13 13:02

　民進党代表選に立候補している蓮舫代表代行は13日、国会内で記者団の取材に応じ、自身の台湾籍が残っていることを確認したと明らかにした。「記憶の不正確さで混乱を招いたことをおわびしたい」と陳謝した。同時に「違法性はないと思う」とも語り、党代表選から撤退せず、選挙戦を継続する考えを明らかにした。日本と台湾の「二重国籍」問題に対しては、記者会見などで否定していた。

　蓮舫氏は、台湾の駐日代表部に当たる台北駐日経済文化代表処から12日に台湾籍が残っていると連絡を受けたと説明した。台湾籍を否定していたことには「発言が統一性を欠いたことは率直に申し訳ない」と述べた。

蓮舫氏「台湾籍残っていた」とおわび　民進代表選は継続
朝日新聞デジタル2016年9月13日11時17分

台湾籍が残っていたことを記者会見で明らかにした民進党の蓮舫代表代行＝１３日午前１０時３８分、東京・永田町の参院議員会館、飯塚晋一撮影
　民進党代表選に立候補している蓮舫代表代行（４８）は１３日午前、国会内で記者会見し、「私の台湾籍が残っていた」と明らかにした。これまで日本国籍を取得した１７歳の時に台湾籍の放棄を届け出たと説明していたが、「記憶の不正確さで混乱を招いた。発言が一貫性を欠いていた。おわび申し上げる」と述べた。
　蓮舫氏は台湾当局に確認していたところ、大使館にあたる台北駐日経済文化代表処（東京都港区）から１２日夕に連絡があったと説明。「いま台湾当局に籍を抜く届け出をしている。手続きが完了すれば確定される」とした。
　代表選については「日本人だから制限はない」と述べ、立候補を取りやめる考えはないことを強調。「スピーチの中で、皆さんに届く言葉でしっかり説明したい」と語り、１５日の臨時党大会で、国会議員らが投票する前に行う候補者演説の中でこの件を説明する考えも示した。
蓮舫氏の台湾籍問題で見解要求　民進一部議員が執行部に

共同通信2016/9/13 21:14

　民進党の蓮舫代表代行が台湾籍を残した状態だと認めたことを受け、岸本周平衆院議員ら党内の一部議員は13日、執行部として見解を明らかにするよう枝野幸男幹事長宛ての申し入れ書を提出した。「二重国籍」を否定してきた蓮舫氏が15日の代表選投開票を目前に、発言を修正したことに党内では批判がある。蓮舫氏が新代表に選出された場合の党運営について懸念する意見が出ている。

　蓮舫氏は13日午後のフジテレビ番組で「高校2年生の時の記憶では、父親と一緒に取った手続きで台湾籍は抜けていると認識していた」と重ねて釈明。台湾籍の離脱手続きが完了すれば、問題はなくなるとの認識も示した。

産経新聞2016.9.13 01:00更新 
【政界徒然草】民進党代表選を１０倍楽しむ方法を教えます！　前原誠司氏の推薦人は小沢系がずらり　本命・蓮舫氏の発言が曖昧な理由は？
　民進党代表選の投開票が９月１５日に迫った。蓮舫代表代行（４８）と前原誠司元外相（５４）、玉木雄一郎国対副委員長（４７）による三つどもえの戦いはいよいよラストスパートに突入するが、ここで今一度、３氏を担いでいる議員の顔ぶれをおさらいしてみたい。頭に入れておけば、民進党を好きな人もきらいな人も、最終盤の攻防を１０倍楽しめること請け合いだ。
　「今までの路線をリセットしないと『共産党主導』といわれ続け、絶対に政権を取れない。良識的な保守層を取らなければ政権交代できない」
　９月９日、仙台市で行われた民進党代表選候補者による公開討論会。岡田克也代表が進めた共産党との共闘路線に対し、こう異議を唱えたのは前原氏である。
　これまでにも共産党を「シロアリ」「協力をしたら土台が崩れる」と痛烈にこき下ろしてきた前原氏だが、代表選の論戦でも共産党との協力については否定的なトーンの発言を際立たせている。
　その前原氏の推薦人名簿を見ると、旧民主党時代に小沢一郎氏（現・生活の党と山本太郎となかまたち代表）に近かった議員の多さが目を引く。松木謙公氏、太田和美氏、牧義夫氏、鈴木克昌氏、小宮山泰子氏、石関貴史氏…。２４人の推薦人のうち６人、つまり「４人に１人が小沢系」という驚異的な比率だ。
　前原氏といえば、旧民主党時代には小沢氏と犬猿の仲だったことで知られるが、今回の代表選に向け、小沢氏と会談を重ねて協力を求めてきたとされる。かつての天敵に助力をあおがなければならなかったのは、前原氏の党内基盤の脆弱さの証左といえるだろう。
　小沢氏は、現在の野党首脳の中で共産党との協力には最も前のめりだ。共産党は今年１月、それまで天皇陛下のご臨席などを理由に見送っていた国会の開会式に出席したが、志位和夫委員長に直談判して開会式出席をうながしたのは、ほかならぬ小沢氏だった。当時、小沢氏は「これで国民の意識も変わる。このままでいけば共産党の勢いは民主党（現・民進党）をしのぐ」と周辺に語っている。
　威勢のいい「民共批判」を繰り広げる前原氏ではあるが、小沢氏の助けを受けておきながら、自らの主張をどこまで貫くことができるのか。またぞろ「言うだけ番長」と揶揄されそうな予感がぬぐえないのだが…。
　さて、前原氏と同様に、台所事情の厳しさが推薦人名簿ににじんでいるのが玉木氏である。
　玉木氏は、蓮舫、前原両氏に比べると一般的には知名度は低いものの、旧民主党時代から若手のホープと評されてきた注目株だ。衆院当選３回ながら選挙にはめっぽう強く、国会内で安倍晋三首相が「玉木さん、選挙に強いねえ」と話しかけてきたというエピソードもある。
　そんな玉木氏本人のキャラクターとは対照的に、玉木氏の推薦人名簿には選挙に弱い議員が目立つ。比例復活当選者が大多数を占める旧維新の党グループからは、なんと惜敗率ワースト４（横山博幸氏＝３９・６７％、水戸将史氏＝５０・１５％、木内孝胤氏＝５３・３４％、初鹿明博氏＝５７・５４％）が名を連ね、まさに“選りすぐり”の様相だ。告示のギリギリまで推薦人集めに奔走した窮状を物語る布陣といえる。
　きわめつけは菅直人元首相だろう。菅氏といえば、平成２６年の衆院選で比例復活に救われて「最後の１議席」に滑り込み、首相経験者とは思えない薄氷の当選で失笑を買った。何より、旧民主党政権の負のイメージを一身に背負う菅氏が、「民進党は根っこから変わらなければならない」（玉木氏）と唱える候補を支える構図は皮肉というほかない。
　一方、国会議員票では前原、玉木両氏をリードしているとされる蓮舫氏は、登録上限の２５人の推薦人を申請している。
　その顔ぶれも多彩だ。岡田氏から事実上の後継指名を受けていることに加え、推薦人名簿には、非主流派の細野豪志元環境相、旧民社党の高木義明副代表、旧社会党の赤松広隆前衆院副議長らの名も並び、支持基盤の厚さを印象づける。
　ただ、支持層の幅広さゆえに、保守系とリベラル系で賛否が割れる問題に関しては、あえて踏み込むことを避けているようにも映る。特に憲法改正については「党に憲法調査会を設置すべきか、代表になったら判断する」などの曖昧な発言が目立つ。本来、「代表になったらどうするか」を主張し合うのが、代表選の論戦であるはずだ。
　「二重国籍」疑惑をめぐる発言のぶれが問題視される蓮舫氏だが、政策課題に関する見解まで「二重」だと批判されることのなきよう…。
民進党代表選 ３人が安全保障政策めぐり主張訴える
ＮＨＫ9月13日 22時04分
民進党の代表選挙に立候補している３人の候補者は、１３日、日本外国特派員協会で記者会見し、安全保障政策をめぐって、それぞれの主張を訴えました。
このうち、蓮舫代表代行は「安全保障関連法について、憲法との関係で認められないという国民の声は高まったが、その声を民進党が受け止め切れていない現実も認めなければならない。現実的な防衛政策を訴えて支持を得る必要がある。日米関係が基軸だとしても、中国との関係をもう少し重視していくべきだ」と述べました。
前原元外務大臣は「日米同盟関係が極めて重要だということは安倍政権と同じ認識だが、安全保障法制については大きく見解を異にしている。われわれは『日本の近くはしっかりと対応する、遠くは抑制的に』という主張だが、真逆をやっているのが今の政権だ」と述べました。
玉木国会対策副委員長は「安全保障関連法の施行によって、アメリカに関係する戦争に日本が引きずり込まれるという懸念を感じている。旧民主党政権の安全保障政策に国民が不安を感じたという一面もあったので、しっかりとした安全保障の考えをまとめて示す必要がある」と述べました。
「赤いチーム」優勝に祝意＝共産・小池書記局長
　プロ野球の広島カープが２５年ぶりにリーグ優勝を決めたことについて、共産党の小池晃書記局長は１２日の記者会見で「赤い色がスタジアムを覆うというのはいいものだ」と述べ、祝意を示した。赤は、広島カープと共産党に共通するシンボルカラー。ただ、小池氏は自らの支持球団は明らかにしなかった。（時事通信2016/09/12-17:03）
カープ優勝「赤いチームの勝利気持ちいい」共産・小池氏
朝日新聞デジタル2016年9月12日21時02分
■小池晃・共産党書記局長
　（広島カープの優勝について）赤いチームが勝つのは気持ちがいい。それは冗談ですが、広島って言うのは原爆から被爆から立ち直る中で市民のための球団を作って、たる募金とかやってチームを盛り上げていったという特別な歴史を持っている。どのチームを応援しているかと言ったらなかなか語弊がある。いずれにしても赤い色がスタジアムを覆うのはいいもんだなと思う。（記者会見で）
ＴＰＰ「再交渉あり得ない」　１２カ国大使ら意見交わす
朝日新聞デジタル2016年9月12日20時17分

ＴＰＰ各国大使意見交換会であいさつする米国のケネディ駐日大使（左は石原伸晃ＴＰＰ担当相）＝１２日午前、東京都港区の米国大使公邸、代表撮影


　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）参加１２カ国の駐日大使らによる意見交換会が１２日午前、東京・赤坂の米国大使公邸で開かれた。主催した米国のキャロライン・ケネディ駐日大使は「全力で早期成立を目指すために注力していく」と述べ、米議会での年内承認をめざす考えを強調した。
　石原伸晃ＴＰＰ担当相は意見交換会後、記者団に「再交渉となれば全体が崩れるとの認識で一致した。各国から『再交渉はあり得ない』との意見が出された」と語った。
　日本政府は２６日召集の臨時国会での承認をめざしている。一方、オバマ米大統領は来年１月までの任期中の議会承認に意欲を見せるが、見通しは立っていない。大統領選ではクリントン、トランプ両候補がＴＰＰ反対を打ち出している。
自衛隊ヘリが重機運搬、沖縄　米軍訓練場工事で

共同通信2016/9/13 11:39
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米軍北部訓練場付近で、トラックを運搬する陸上自衛隊の大型輸送ヘリCH47＝13日午前、沖縄県東村　防衛省は13日、沖縄県東村と国頭村にまたがる米軍北部訓練場でのヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設のため、陸上自衛隊の大型輸送ヘリCH47を使い、大型重機を運搬した。工事主体の沖縄防衛局は「安全かつ円滑に工事を進めるため」と説明している。

　現場では、東村高江の住民らがヘリパッドで運用が予定される新型輸送機オスプレイの騒音などを懸念し、抗議活動を続けている。

　午前9時10分ごろ、CH47がロープ状のもので重機をつり下げながら、訓練場上空を飛行した。

異例の自衛隊ヘリ投入＝沖縄米軍施設建設で
　防衛省は１３日、米軍北部訓練場（沖縄県東村など）返還の条件となっているヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設のため、陸上自衛隊のヘリＣＨ４７による重機の搬入を始めた。米軍基地整備のために自衛隊ヘリを活用するのは異例。反対派住民らの抵抗で陸上搬送が困難となっていることを受けた措置だ。
　同日午前９時１０分ごろ、重機をつり下げた自衛隊ヘリがヘリパッド建設予定地周辺に着陸した。民間ヘリによる輸送は９日から始まっていたが、より大きな機材を搬入するために自衛隊ヘリを投入した。自衛隊ヘリを使った作業は１週間程度続くとの見方がある。　
　稲田朋美防衛相は１３日の閣議後会見で「環境保全、安全に最大限配慮しつつ、移設工事を着実に進めていく」と語った。これに対し、沖縄県の翁長雄志知事は記者団に「県民に丁寧な説明がない。信頼関係を損ねる。容認できない」と述べ、政府の対応を批判した。
　日米両政府は北部訓練場の過半を返還することで合意しているが、６カ所のヘリパッド建設が条件。未完成の４カ所については７月に着工した。（時事通信2016/09/13-18:12）
自衛隊ヘリでも重機搬入　ヘリパッド移設で沖縄防衛局
朝日新聞デジタル」2016年9月13日12時45分
　沖縄防衛局は１３日、沖縄県国頭村で進めているヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の移設工事で、自衛隊ヘリを使った重機の搬入を始めた。ヘリパッド移設は、米軍北部訓練場の半分を返還する条件。防衛省によると、同日午前、陸上自衛隊の大型輸送ヘリＣＨ４７を２機投入し、４トントラックなどを現場に搬入した。
　これまでは民間ヘリを使って機材を搬入していたが、稲田朋美防衛相は同日午前の閣議後の記者会見で「民間ヘリで運ぶことができない重量のトラックなどを空輸するため」と述べた。稲田氏は「北部訓練場の移設は沖縄の基地の負担軽減に非常に役立つ」とも語った。
自衛隊ヘリ、米軍工事重機運搬へ　13日にも、ヘリパッド建設

共同通信2016/9/12 22:22

　防衛省は、沖縄県東村と国頭村にまたがる米軍北部訓練場でのヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設で、工事用の重機や資材を運搬するため、自衛隊の大型輸送ヘリ「CH47」を13日にも現場に投入する方針を固めた。防衛省関係者が12日、明らかにした。

　防衛省関係者によると、CH47は訓練場内の資材置き場からヘリパッド建設地近くまで、大きな重機などを運ぶ予定。13日が悪天候の場合、投入を先送りするという。

　ヘリパッド建設は、訓練場の一部を日本側に返還するのに当たり、米側が条件にした。沖縄防衛局は7月、必要な6カ所のうち完成済みの2カ所以外の建設に着手した。

しんぶん赤旗2016年9月14日(水)

自衛隊ヘリ容認できない　沖縄　米軍施設建設で翁長知事
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（写真）米軍ヘリパッド建設で自衛隊のヘリが投入されたことについて記者団の質問に答える翁長知事＝１３日、沖縄県庁


　沖縄県の翁長雄志知事は１３日、同県東村高江周辺への米軍ヘリパッド（垂直離着陸機オスプレイ用着陸帯）建設で沖縄防衛局が自衛隊ヘリを投入したことについて「容認できない」と述べました。県庁で記者団の質問に答えました。

　翁長知事は、１２日に防衛局から自衛隊ヘリでの資機材運搬の連絡があったことから、根拠を示さないまま行わないよう要請したことを明らかにした上で、「それにもかかわらず、事前に十分な説明がされないまま強行した政府の姿勢は、信頼関係を大きく損ねるものであり、容認できるものではない」と批判しました。

　また、自衛隊ヘリの投入について法的根拠などを問い合わせたところ、防衛局から１週間以内に説明するとの回答があったと説明し、「１週間後となると、恐らく資機材が運ばれ終わった後だ。こういうことも含めて一体全体という気持ちがある」と語りました。

　翁長知事は、警察が県道を封鎖したり、全国から約５００人の機動隊を投入したりしていることにもふれ、「残念で、また憤りをもって今の状況を見ている」と述べました。

沖縄防衛局、ヘリで重機の空輸開始　米軍ヘリパッド移設
朝日新聞デジタル吉田拓史2016年9月12日11時50分

菅官房長官に軍用地転用促進・基地問題協議会からの要請を伝えた後、記者団の質問に答える翁長雄志知事＝９日午後、首相官邸、飯塚晋一撮影
　沖縄防衛局は、沖縄県東村の高江地区周辺で進めているヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の移設工事で、未着工だった２カ所の工事のための重機などを民間ヘリで空輸する作業を始めた。これで計画されていたヘリパッドすべての工事が始まる見込みで、国は半年程度での完成を目指す。
　ヘリパッド移設は米軍北部訓練場（東村など）の半分を返還する条件とされ、計画された６カ所のうち２カ所は２０１４年までに完成。今年７月には別の２カ所の工事を始めた。「Ｇ地区」「Ｈ地区」と呼ばれる残り２カ所は、工事車両の通り道を反対派の市民が座り込むなどしてふさいでおり、機動隊ともみ合いが続いている。
　県はヘリによる重機の空輸について、騒音への懸念などから防衛局に中止を求めていた。翁長雄志（たけし）知事は同日、県と米軍基地を抱える県内２６市町村でつくる軍用地転用促進・基地問題協議会の政府要請のために訪れていた東京で記者団に「事前に十分な説明もなく、一方的に工事を進めようとする政府の姿勢は到底容認できない」と述べた。（吉田拓史）
在日米軍再編 　沖縄ヘリパッド移設　知事「容認できぬ」　陸自ヘリ使用
毎日新聞2016年9月14日　東京朝刊
　政府は１３日、米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）の約半分の返還に伴う東村高江周辺のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の移設工事を巡り、陸上自衛隊の大型ヘリコプター「ＣＨ４７」を使ってトラックなど重機の搬入を始めた。 
　米軍施設建設のために自衛隊のヘリが投入されるのは異例。移設工事に反対する人たちによる座り込みなどの抗議活動などで工期に影響が出ていることから、政府は自衛隊ヘリによる空輸に踏み切った。 
　午前９時過ぎから、陸自ヘリがトラックなどをつり下げて運ぶ様子が確認された。９日から民間ヘリによる資機材搬入が行われているが、自衛隊ヘリ利用について、稲田朋美防衛相は１３日の記者会見で「民間ヘリで運べない重量のトラックなどを空輸するため」と説明した。法的根拠として、米軍への提供施設・区域の変更作業などを事務と定めた防衛省設置法４条を示した。 
　一方で沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事は県庁で記者団の取材に「騒音など環境に対する影響や自衛隊ヘリ使用の法的根拠について、事前に十分な説明がない。自衛隊ヘリによる運搬を強行した政府の姿勢は信頼関係を大きく損ね、容認できない」と批判した。 
　県民の受け止めは複雑だ。高江の住民で東村議の伊佐真次さん（５４）は「今後、米軍の手足として自衛隊が使われていくのではないか」と反発。自民党沖縄県連の翁長政俊副会長は「ヘリパッドの移設工事は沖縄の基地負担軽減につながる。国は手順を踏んで作業を進めており、やむを得ない」と話した。【佐藤敬一】 
自衛隊ヘリの重機運搬　沖縄知事「信頼関係損なう」 
日経新聞2016/9/14 2:00
　沖縄県の翁長雄志知事は13日、米軍北部訓練場（同県東村、国頭村）のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の移設工事で、防衛省沖縄防衛局が陸上自衛隊の大型輸送ヘリを使って重機を運搬したことを批判した。翁長氏は「事前に十分な説明がないまま強行した政府の姿勢は信頼関係を大きく損ねる。容認できない」と述べた。県庁で記者団の質問に答えた。
　ヘリパッド移設工事は北部訓練場の一部返還の条件となっている。米軍の垂直離着陸輸送機オスプレイによる騒音などを懸念し、移設反対派が抗議活動を展開している。抗議活動で資機材の搬入に支障が出ているため、沖縄防衛局が陸自ヘリを投入した。米軍施設の建設に自衛隊のヘリを使用するのは極めて異例だ。
しんぶん赤旗2016年9月14日(水)

高江に陸自ヘリ投入　米軍施設建設で異例　民意押しつぶす暴挙　沖縄
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（写真）２㌧トラックをつり下げて空輸する陸上自衛隊のＣＨ４７輸送ヘリ＝１３日、沖縄県東村高江（撮影・丹田智之）


　沖縄県東村高江と国頭（くにがみ）村安波（あは）の米軍ヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）建設工事で政府は１３日、陸上自衛隊木更津駐屯地（千葉県木更津市）の中央即応集団第１ヘリコプター団に所属するＣＨ４７輸送ヘリ２機を投入しました。

　稲田朋美防衛相の命令（１２日）によるもので、工事の大幅な遅れを取り戻す狙いがあります。米軍施設の建設工事で自衛隊機を使用するのは異例です。

　現地では少なくとも６回以上、工事用のトラックなどをつり下げ、米軍北部訓練場のメインゲート内からＨ地区の付近に空輸しているのが確認されました。

　１２日までに民間の大型特殊ヘリを使用して１７回の資機材空輸を実施しており、環境影響評価検討図書で示した合計の空輸回数「２０回程度」を上回ることになります。

　空輸の様子を監視していた「高江ヘリパッド反対現地行動連絡会」の間島孝彦共同代表は「自衛隊が工事の下請け業者のようになっている。資機材をつり下げての飛行は危険だ」と批判しました。

　日本共産党の赤嶺政賢衆院議員は「民意を押しつぶそうと自衛隊まで動員して工事を強行することは絶対に許されない。政府の暴挙は必ず破綻する」と述べています。

自衛隊は米軍の下請けか

　やんばる・高江の森に米軍ヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）はいらない―。住民や幅広い県民らの粘り強いたたかいに対して、国家権力を総動員して襲いかかる安倍政権は、ついに陸上自衛隊輸送ＣＨ４７ヘリを投入しました。

　同機の機外つり下げ重量は最大１２トンとされており、２～３トン程度の民間ヘリと比べて輸送効率は格段に高まります。安倍政権は、阻止行動による遅れを取り戻し、「来年２月までの完成」という対米公約を果たすため、なりふりかまわない姿勢をあらわにしました。

　国民の生命・財産を守るのが自衛隊の存在理由とされています。しかし、高江の米軍基地建設のための投入は、そのような任務とは何ら関係ありません。自衛隊を米軍の下請け部隊におとしめるものです。

　稲田朋美防衛相は１３日の記者会見で、自衛隊ヘリ投入の根拠として、防衛省設置法４条１９号をあげました。しかし、同条は単に、防衛省の所掌事務の一つとして駐留軍（米軍）基地の提供を列挙しているだけです。それを根拠に何でもできるのであれば、もはや法治国家とはいえません。世界最悪の対米従属・無法国家です。

　日本共産党の穀田恵二衆院議員が独自に入手した自衛隊内部資料により、防衛省・自衛隊が高江を含む沖縄県の米軍北部訓練場で「対ゲリラ戦訓練」など日米共同の特殊作戦の訓練場にする計画が判明しています。

　自衛隊オスプレイによる使用も含め、高江を日米の戦争拠点にするための布石という狙いも透けて見えます。

（竹下岳）

しんぶん赤旗2016年9月13日(火)

国の無法　法廷で示す　高江ヘリパッド差し止め訴訟　弁護士の説明会
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（写真）説明会に集まった住民ら＝10日、沖縄県東村高江


沖縄県東村高江の住民らは１０日、高江公民館で弁護士による説明会を開き、米軍ヘリパッド＝オスプレイパッド（着陸帯）建設工事の差し止めを求めて那覇地裁に提訴することを決めました。

　訴訟では、Ｎ１地区とＨ地区、Ｇ地区の４カ所のヘリパッド完成後に騒音や墜落の恐怖で住民が受ける「人格権の侵害｣を訴え､同時に工事禁止を求める仮処分も申し立てます。

　２０人ほどの住民が出席し、その場で原告になる意思を示す委任状に署名しました。

　訴訟の概要について説明した金高望弁護士は「工事が完了して米軍が運用を始めると、現在の裁判所の考え方では米軍機の飛行を差し止めることが困難になる。米軍への提供前に建設を差し止める必要がある」と強調しました。

　ヘリパッドいらない住民の会の伊佐真次さん（党東村議）は「住民の声を無視して工事が強行されているもとで、裁判で勝つことが何よりの力になる。国の無法を法廷でも明らかにしていきたい」と意気込みを語りました。

　説明会に参加した男性（７８）は「機動隊が県民を強制的に排除し、民間のヘリを使用して工事を進めている。こんなやり方は絶対に許せない」と話しました。

　池宮城紀夫弁護士が弁護団長を務め、準備が整い次第、早ければ２０日にも提訴します。

自衛隊ヘリ使用は「民間機で運べないから」　米軍ヘリパッド工事で稲田氏

沖縄タイムス2016年9月13日 12:28

　【東京】稲田朋美防衛相は１３日の閣議後会見で、沖縄県の米軍北部訓練場のヘリパッド建設で陸上自衛隊のヘリを投入した理由について「民間ヘリで輸送ができない重量トラックなどに限り使う」と説明した。自衛隊を活用する緊急性などについては「必要最小に限って、陸上自衛隊の部隊に必要な協力を行わせる」とした。



稲田防衛相

　自衛隊の活用は、米軍などへの基地提供に関する事務などを明記した防衛省設置法４条１９号を根拠にしている。

　稲田防衛相は「沖縄の負担軽減にとって有益で返還に伴う措置。陸路で運べる状況にはない。この条文に基づいて、自衛隊機で必要最小限度のものを運ぶ」と述べた。地元の理解について「県には事前に説明をした。しっかりと沖縄防衛局からさらに説明させていきたい」と答えた。

沖縄 米軍施設工事に自衛隊ヘリコプター投入
ＮＨＫ9月13日 17時21分
沖縄本島北部で進められているアメリカ軍施設の建設をめぐり地元で抗議活動が続くなか、防衛省は、１３日、自衛隊のヘリコプターを使って工事用のトラックなどを上空から搬入しました。アメリカ軍施設の建設工事に自衛隊のヘリコプターが使われるのは異例です。
沖縄本島北部にあるアメリカ軍北部訓練場では、日米両政府の合意に基づき、敷地のおよそ半分を返還する条件として、ヘリコプターの発着場を、残る区域に建設する工事が進められています。
現地では、これに反対する住民や市民グループが、工事車両の入り口付近を塞ぐなどして抗議活動を続けていて、防衛省は、工事を着実に進める必要があるとして、１３日午前９時ごろから、陸上自衛隊の大型輸送ヘリコプターを使って工事用の重機の搬入を始めました。
現場近くでは午後３時前までにヘリコプター２機が建設用の機械やトラックなどをつり下げて飛行し、建設予定地の近くに降ろす作業を６回行いました。
防衛省は先週から民間のヘリコプターを使って建設用の資材などの搬入を行っていますが、アメリカ軍施設の建設工事に自衛隊のヘリコプターが使われるのは異例で、工事に反対する人たちから反発の声が上がっています。
知事「強行は容認できない」
沖縄県の翁長知事は、１３日夕方、県庁で記者団に対し、「きのう沖縄防衛局から連絡があったが、根拠を示さないまま行わないよう要請した。それにもかかわらず強行した政府のやり方は、信頼関係を大きく損なうものであり、容認できるものではない」と述べました。
そのうえで、「日本の安全保障を支えている沖縄県民に対して、丁寧な説明がないというのはどういうことか。自衛隊は崇高な使命を持っているだけに、もっと丁寧に誠実に対応する必要があるのではないか」と述べ、政府の対応を批判しました。
防衛相「基地負担の軽減にもつながっていく」
稲田防衛大臣は閣議のあとの記者会見で、「民間のヘリコプターで運ぶことができない重量の建設機材について、陸上自衛隊のヘリコプターで運ぶことを決断した。陸路で運べる状況ではないので、自衛隊機で必要最小限度のものを運ぶということだ」と述べました。
そのうえで、稲田大臣は、「環境保全、施工の安全に最大限、配慮しつつ、移設工事を着実に進めていくことが、基地負担の軽減にもつながっていく。さまざまな機会を捉えて沖縄県民の皆さんに理解を求めていくとともに、沖縄県には事前に説明していたが、沖縄防衛局からもさらに説明させたい」と述べました。
過去にも自衛隊投入 波紋も
沖縄のアメリカ軍施設の建設をめぐっては、９年前の平成１９年にも自衛隊が関連する作業に投入され、法的な根拠について国会で議論になったほか、沖縄では多くの県民から反発の声が上がりました。
沖縄のアメリカ軍施設の建設をめぐっては、平成１９年５月にも普天間基地の移設先とされている名護市辺野古の沖合に、海上自衛隊の掃海母艦「ぶんご」が派遣されました。当時の防衛施設庁が民間の会社に委託してサンゴの生息状況などの調査を行った際、自衛隊のダイバーも調査に使う機器を海底に設置する作業に加わりました。国会では、自衛隊を投入した法的な根拠をめぐって議論になり、「なぜ自衛隊まで出動させないといけないのか」などという質問が相次ぎました。これに対し、当時の久間防衛大臣は「防衛施設庁から『民間だけでは円滑にいかないので、やってもらいたい』という依頼があった」などと述べ、自衛隊のほかに代わりの手段がないことなどを根拠に挙げました。今回も、防衛省は、自衛隊以外に代わりの手段がないなどとしてヘリコプターを使ったと説明しています。
一方、当時、沖縄では、住民を巻き込んで沖縄戦が行われた末に、その後のアメリカの統治下で強制的に土地が接収され基地が造られたという経緯を踏まえ、多くの県民から反発の声が上がりました。当時の仲井真知事は、調査の必要性は認める一方で、掃海母艦の派遣については「県民感情を考えると荒っぽい。銃剣を突きつけるような連想をさせ、強烈な誤解を生む。防衛省のやり方はデリカシーに欠ける」と批判しました。
当時、防衛大臣の命令を受けて部隊を指揮した海上自衛隊の元指揮官は、今回、ＮＨＫの取材に対し、「沖縄の人たちがどのような思いを抱くか気にはなった。しかし、自衛隊は政治が決めたことについて是非を論じる立場ではないので、任務の遂行だけを考えた。国民から疑問が出されたときは政治が受け止めるべきだ」と話しています。
しんぶん赤旗2016年9月14日(水)

ヘリの飛行場使用拒否を　着陸帯建設　沖縄県に党県議団要請
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（写真）浦崎副知事（手前左）に申し入れをする党沖縄県議団＝１３日、沖縄県庁


　沖縄県東村高江周辺への米軍ヘリパッド（垂直離着陸機オスプレイ用着陸帯）建設で、沖縄防衛局が民間のヘリコプターで重機や機材を運搬したことに関し、日本共産党沖縄県議団は１３日、県庁で浦崎唯昭副知事に、着陸帯建設のための空港使用を認めないよう申し入れました。

　機材を運ぶ民間ヘリは、伊江村の伊江島空港から高江に飛び立っていますが、県の管理する空港施設を使用する場合、知事への届け出が必要です。

　浦崎副知事は、伊江島空港の管理は伊江村に権限移譲しており、空港の使用は、航空機の離着陸に安全上の支障がなければ許可することになると説明。その上で「基地との関連になると、翁長雄志知事の言う『一方的に工事を進めようとする政府の姿勢は到底、容認できるものではない』という県の基本的な姿勢には変わりはない」と述べました。

　渡久地修団長は、機材の運搬に自衛隊ヘリが投入されたことにもふれ、「これまでの工事と質が違い、県民を力ずくで抑え込む政府の姿勢の表れだ。県として容認できない態度を明確にしてほしい」と要請しました。

　県は、民間ヘリは撤収のため伊江島空港から飛び立つとの申請が同日あったと明らかにしました。

自民幹事長が沖縄県知事と会談 対立解消に努力の考え
ＮＨＫ9月14日 13時24分
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自民党の二階幹事長は、沖縄県庁で翁長知事と会談し、アメリカ軍普天間基地の移設計画をめぐる政府と沖縄の対立を踏まえ、「日本の平和に対する沖縄の協力を思えば、今度はわれわれがこたえる番だ」と述べ、対立の解消に向けて努力する考えを伝えました。
続きを読む
１３日から沖縄を訪れている自民党の二階幹事長は１４日午前、沖縄県庁で翁長知事と会談しました。
この中で翁長知事は「アメリカ軍基地の問題は、大変厳しいものがある。政府は沖縄との信頼関係の構築に配慮がないのではないか。自民党には議論をスムーズにできるよう取り計らってほしい」と述べました。
そして翁長知事は、普天間基地の名護市辺野古への移設計画の断念や、沖縄振興予算の確保などを求める要望書を手渡しました。
これに対し二階氏は「難しいことはたくさんあるが、一つ一つ協議して乗り越えていきたい。日本の平和に対するこれまでの沖縄の協力を思えば、今度はわれわれがこたえる番だ」と述べ、政府と沖縄の対立解消に向けて努力する考えを伝えました。
このあと二階氏は記者団に対し、「基地の移設問題に言及するつもりはないが、党としても柔軟に沖縄の意見に十分耳を傾けるという姿勢で、前を向いて進んでいけるよう協力したい」と述べました。
しんぶん赤旗2016年9月14日(水)

「着陸帯反対」を堅持　沖縄・伊江村議会　島袋村長が答弁

　沖縄県伊江村の島袋秀幸村長は１３日、９月定例村議会で、米軍が伊江島補助飛行場で進めている強襲揚陸艦の甲板を模した着陸帯「ＬＨＤデッキ」の強化・拡張工事について、「工事概要の説明はなく、工事の中止を求める立場に変わりはない」と答弁しました。日本共産党の名嘉實議員の質問に答えました。

　ＬＨＤ拡張工事は、山口県の米海兵隊岩国基地に２０１７年に配備されるＦ３５Ｂステルス戦闘機や、１９年以降に米空軍横田基地に配備されるＣＶ２２オスプレイの沖縄周辺での訓練を受け入れるために行われるもので、８月２２日に工事が始まりました。

　名嘉議員は「工事は進められているが、現時点でも中止を求める考えに変わりはないか」と質問。島袋村長は「中止を求める立場は今も同じ」と答えました。

　名嘉議員は、Ｆ３５Ｂの中継基地とされる嘉手納基地（沖縄県北谷町、嘉手納町、沖縄市）は、格納庫も設けられ訓練の拠点にされると考えられていると指摘。「Ｆ３５Ｂおよびオスプレイの着艦訓練場の強化・拡張工事を中止させるため、配備先の岩国市、中継基地とされる嘉手納基地関係市町とも連携をしていくべきではないか」と問いました。

　島袋村長は「オスプレイ、Ｆ３５Ｂが沖縄で訓練するときは、（北谷町、嘉手納町、沖縄市でつくる）三連協と伊江村がその辺を担う感じになろうかと思っている。三連協とＦ３５Ｂの配備に伴う沖縄での訓練あるいは格納庫について意見交換をしてみたい。その中で岩国との連携も相談したい」と答えました。

閲覧可能文書も開示拒否　日米合同委の合意文

共同通信2016/9/13 21:24

　日米安保条約と地位協定に基づく日米合同委員会の議事録を非公開とする両国合意を記した文書について、国が防衛省関係の裁判の証拠として提出、閲覧可能な公開状態になっているのに、外務省が、外交上支障があるとして情報公開を拒否していることが13日分かった。

　市民団体の情報開示請求に対し不開示とし、団体が開示訴訟を起こした後も全面的に争っている。

　文書は「議事録は（日米）双方の同意がない限り公表されない」ことを記しただけの内容。公開請求した団体「情報公開クリアリングハウス」は「『外交秘密』がむやみに拡大する危険を示している」と批判している。

閲覧可能文書も開示拒否　外務省、日米合同委の合意 
日経新聞2016/9/14 10:16
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　日米安保条約と地位協定に基づく日米合同委員会の議事録を非公開とする両国合意を記した文書について、国が防衛省関係の裁判の証拠として提出、閲覧可能な公開状態になっているのに、外務省が、外交上支障があるとして情報公開を拒否していることが14日までに分かった。
　市民団体の情報開示請求に対し不開示とし、団体が開示訴訟を起こした後も全面的に争っている。
　文書は「議事録は（日米）双方の同意がない限り公表されない」ことを記しただけの内容。公開請求した団体「情報公開クリアリングハウス」は「『外交秘密』がむやみに拡大する危険を示している」と批判している。
　外務省日米地位協定室は「係争中の案件なのでお答えを差し控えたい」と述べた。
　日米合同委は米軍人や家族の法的地位などを扱い、犯罪に関係した米兵の引き渡し問題なども議論になり得る。議事録は公開されず、国会で公開を求める意見が出たこともある。
　問題の文書は1960年６月の第１回合同委議事録の一部で、合同委自体のルールを決めた記録とみられる。昨年３月に起こされた、防衛省が関連する那覇地裁の訴訟で、国側証拠として提出され、誰でも閲覧可能な状態になっていた。
　情報公開クリアリングハウスは外務省の不開示決定を不服として昨年12月、東京地裁に提訴した。国側は「相手国の合意なく公表すれば外交活動に大きな支障をもたらす」と主張している。〔共同〕
なぜ高投票率、神奈川県警が３高校に聞き取り　参院選
朝日新聞デジタル2016年9月12日20時00分
　選挙権年齢が「１８歳以上」に引き下げられた７月の参院選で、１８歳の投票率が高かった横浜市青葉区の県立高校３校に対し、神奈川県警青葉署が「特別な取り組みをしたのか」と問い合わせていたことが、県警と県教育委員会への取材でわかった。弁護士約１３０人が参加する自由法曹団神奈川支部は、「教育内容への不当な干渉」などと抗議する声明を出した。
　総務省が各地で１８～１９歳の投票率を調べた結果、同区の１投票所では１８歳の投票率が７３・４９％で、全国平均の５１・１７％を大きく上回った。青葉署によると、この情報を受け、高橋幸治署長が生活安全課所属の署員に理由を聞き取るよう指示。署員は３校に電話で「学校で取り組んだ啓蒙（けいもう）活動があれば教えてほしい」などと依頼し、学校側は「県全体で取り組む模擬投票などの主権者教育をした」などと答えたという。
　自由法曹団神奈川支部は９日に出した声明で、同署の対応を「警察権の乱用」と批判。「選挙違反の取り締まり権限を有する警察」による問い合わせは、主権者教育を行う教員に著しい萎縮効果を与えることになると指摘した。
　これに対し同署の蛭田正志副署長は「管内の一つのトピックとして任意で聞いた。警察権の乱用にはあたらないと考えている」と話した。県教委高校教育課の岡野親（ちかし）課長は「現場が圧力などを感じることはなかった。青少年の健全育成のための一般的な情報収集と受け止めている。主権者教育は今まで通り進める」としている。
「1票の格差」10月18日判決　参院選訴訟、高松高裁

共同通信2016/9/13 11:50

　7月の参院選は「1票の格差」を解消せずに実施しており、選挙権の平等を定めた憲法に違反するとして、四国の3選挙区の有権者らが選挙無効を求めた訴訟の第1回口頭弁論が13日、高松高裁で開かれ、吉田肇裁判長が判決期日を10月18日に指定し、即日結審した。

　二つの弁護士グループが全国14の高裁・高裁支部に起こした訴訟の一つ。今回の参院選では鳥取県と島根県、徳島県と高知県をそれぞれ選挙区として統合する「合区」が導入され、議員1人当たりの有権者数の最大格差が3.08倍に縮小した。こうした国会の是正措置を司法がどう判断するかが焦点となっている。

日弁連 　死刑廃止宣言へ　１０月の大会、被害者から反対も
毎日新聞2016年9月12日　22時05分（最終更新　9月12日　22時05分）
　日本弁護士連合会が「２０２０年までに死刑制度の廃止を目指す」と宣言する準備を進めている。これまで死刑廃止を明確に表明してこなかったが、死刑廃止国が増え、国内で再審開始決定も相次いでいることから、踏み込んだ対応が必要と判断した。死刑存置を望む被害者側からは反対の声が上がる。 
　日弁連は、全国から弁護士が集まる１０月７日の人権擁護大会（福井市）に「死刑制度の廃止を含む刑罰制度全体の改革を求める宣言」を提案する。大会では毎年、日弁連の活動方針を決めており、出席者の過半数が賛成すれば採択される。 
　宣言案は「遺族が厳罰を望むのはごく自然なこと」とした上で、国連犯罪防止刑事司法会議が日本で開かれる２０年までに死刑制度の廃止を目指す▽代替刑として終身刑などの導入を検討する−−としている。死刑廃止を目指す理由として、袴田事件の再審開始決定＝検察側が即時抗告＝で元死刑囚が釈放されたことなどを列挙。「冤罪（え
んざい）で死刑が執行されれば取り返しが付かない」などと説明している。 
　日弁連は従来、「死刑の廃止を全社会的に議論する」との立場だった。日弁連関係者は「先進国が死刑廃止の流れにある中、国連会議のホスト国として死刑存置の立場でよいのかという議論があった」と明かす。 
　ただ、１５年公表の内閣府の世論調査では、死刑について「やむを得ない」との回答が８割に上る。犯罪被害者支援に取り組む上谷さくら弁護士は「死刑を望む被害者・遺族は多い。存廃を問うことは思想信条に関わり、多数決で決めることなのか」と疑問視する。 
　東京弁護士会は１５日に地下鉄サリン事件遺族の高橋シズヱさん（６９）を招いたシンポジウム「被害者遺族と死刑制度のあり方を考える」を開く。１２日に記者会見した高橋さんは「被害者の立場で加害者の人権を理論的に答えるのは難しい。市民感覚で死刑存置の立場で話したい」と述べた。【島田信幸】 
むのさん、しのぶ会24日に開催　早大・大隈講堂で

共同通信2016/9/12 20:48

　反戦を訴え続け、8月に101歳で死去したジャーナリストむのたけじさんをしのぶ会が9月24日午後6時半から早稲田大の大隈記念講堂（東京都新宿区）で開かれる。親交のあったルポライターの鎌田慧さんらが企画した。事前申し込みは不要で、参加無料。

　むのさんは生前「葬儀をする時間があったら自分の書いたものでも読んで勉強してくれ」と話しており、献花台などは設けず、講演やパネルディスカッションを通じて活動を振り返る。鎌田さんのほか、評論家の佐高信さんや作家の落合恵子さんらが登壇する予定。

しんぶん赤旗2016年9月14日(水)

野党陣営監視　“人権配慮欠いた”というが　県警釈明　疑問だらけ　「捜査の特定人物」実在？　隠し撮り　他には？
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（写真）大分県警別府署の隠しカメラが設置された斜面（左）から見た会館の玄関（奥右側）＝大分県別府市


　大分県警別府署の警官がこの夏の参院選の野党統一候補を支援する団体が入る建物敷地にビデオカメラを設置し、出入りする市民を隠し撮りしていた問題で、大分県警は９日、「人権についての配慮が全くなかった」などとする見解を示しました。隠し撮りされた建物に事務所を置く連合大分が８月に県警に送った公開質問状への回答書で明らかになったもの（別項に主な内容）。

連合大分に県警が回答
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（写真）大分県警本部が連合大分に送った回答文書

（拡大図はこちら）


　文書で県警は「同所を撮影するだけの必要性及び相当性も認められない」「不適正な捜査」などとしています。しかし、警察による市民監視の疑惑をさらに深めるものとなっています。

　回答では「特定の人物に対する容疑性は認められます」などと、「特定の人物」について“捜査”中だったと強弁しています。「特定の人物」がわかっているなら、別府署は「特定の人物」に的を絞った“捜査方法”をとらなかったのか疑問です。

　また、被害を受けた建物には労組の事務所や生活相談所などが置かれています。仮に「特定の人物」がこの事務所に出入りしても、公選法違反の“証拠”にはなりません。

　さらに、回答では隠し撮りの他にどんな“捜査”をしたのかを明らかにしておらず、「特定の人物」が実在するのかも疑問です。

　他の労働組合関連施設への隠し撮りについては、否定していますが、候補者や政党の事務所について県警は言及していません。全容解明へ、さらなる追及が必要です。

連合大分の質問と県警の主な回答

【質問１】

　カメラ設置の経緯と目的は？　他の労組関連施設に設置していないのか？

【回答】

　「公職選挙法で選挙運動が禁止されている特定の人物が（中略）選挙運動をしていると疑われる複数の情報を入手したことから、この特定の人物の違法行為にかんする証拠を採取する目的」で設置し、撮影。「別府警察署では、同会館に出入りする全ての人物を撮影することはもちろん、入居する団体の活動を監視する目的はなく、また、ビデオカメラで撮影された人物等を特定する作業も一切行われていませんでした」「他の労働組合関連施設に対するビデオカメラ設置は、一切ありません」

【質問２】

　県警はプライバシー侵害等について見解を示していない。どう考えるのか？

【回答】

　「捜査に当たっては、人権の尊重に留意するように指導してきたところですが（同）今回の事案では、この点についての配慮が全くなされていなかった」

揺らぐ「安全な新市場」＝地下水漏れの可能性－築地移転延期、長期化も・東京都


豊洲市場の青果棟を視察する東京都の小池百合子知事（中央）＝８月１６日、東京都江東区
　東京都の豊洲新市場（江東区）の安全性が揺らいでいる。土壌汚染対策工事の核となる盛り土を主要施設の地下で行っていなかった問題が発覚したためだ。さらに、配管などを通した地下空間に水がたまっていたことが判明、地下水が漏れ出た可能性も指摘される。問題の拡大で、移転延期が長期化する恐れも出てきた。
　「安全性の評価を確認するのが第一」。小池知事は１２日午前、副知事や局長らを集め檄（げき）を飛ばした。「敷地全体で盛り土を実施」と誤った説明をしてきたことについても「一連の経緯をきっちりと精査し、検証する」と強調。近く再開する汚染対策の専門家会議などで安全性の確認と原因究明をするよう求めた。
　豊洲の問題点を調査してきた共産党都議団は同日午後、記者会見を開き、水産卸売場棟の地下空間の床一面に高さ１センチほど水がたまっていたことを明らかにした。地下空間を視察した尾崎あや子都議は「都は都民と議会にうそをついてきた。第三者による汚染物質の調査が必要だ」と批判した。


豊洲市場の土壌問題について、水のたまった地下空間の写真を示しながら記者会見する共産党の尾崎あや子都議（左）＝１２日午後、新宿区の東京都庁
　築地市場（中央区）からの移転は当初、１１月７日に予定していた。小池知事は安全性への懸念などを理由に、来年２月以降への延期を表明。市場関係者の間では、引っ越し作業がしやすい５月の大型連休が移転日になるのではないかとの観測が浮上したが、盛り土問題により見通しは不透明になった。
　移転延期で生じる経費について、都が「１日当たり７００万円」と説明してきたことにも、知事は「（金額が）勝手に独り歩きしている」と疑念を示す。一方、延期により、築地市場の跡地に整備予定の都道環状２号が東京五輪・パラリンピックに間に合わないとの指摘があり、知事は難しいかじ取りを迫られる。（時事通信2016/09/12-20:05）
「安全の感覚鈍い」と都批判＝豊洲市場問題で業界団体


東京都卸売市場審議会後、取材に応じる築地市場協会の伊藤裕康会長＝１３日午前、東京都新宿区の都庁
　東京都の築地市場（中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の主要施設の地下で土壌汚染対策の盛り土が行われていなかった問題で、仲卸業者らでつくる築地市場協会の伊藤裕康会長は１３日、「工事変更に対して何も説明はなかった。都の職員は安心や安全への感覚がまるで鈍い」と批判した。その上で、都に対して「早く安全を確認し、職員の意識を徹底的に改めてほしい」と求めた。都の卸売市場審議会後、記者団に答えた。　
　同審議会では、豊洲市場を含む２０２０年度までの都全体の卸売市場の整備基本方針案が検討された。冒頭、岸本良一中央卸売市場長が豊洲市場の移転延期の経緯を説明し、「厳しい道だとは思うが、信頼を回復できるよう精いっぱい努める」と陳謝した。
　方針案の採決では、伊藤会長らが挙手しなかったものの過半数の委員が賛成し、小池百合子知事に原案通り答申することが決まった。これに基づき都は、各市場の整備計画を作るが、豊洲市場については安全性をめぐる調査などの結果を踏まえ対応を決める。（時事通信2016/09/13-13:30）
市場の基本設計に盛り土なし　11年6月、豊洲汚染対策

共同通信2016/9/14 05:25

　築地市場（東京都中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で、2011年6月に完成した基本設計は地下部分が空洞になっていたことが14日、都への取材で分かった。

　有識者らの「専門家会議」は08年7月、豊洲の敷地全体で地下2メートルまでの土壌を入れ替え、その上に2.5メートルの盛り土をするよう提言。しかし、都は提言を受けながら、独断で盛り土を実施しない工法に変更し、近く設置される「市場問題プロジェクトチーム」が詳しい経緯を調べる。

　都によると、基本設計は、業者から提案を受けて選定する「プロポーザル方式」で実施した。

盛り土ない工法、会議で了承得ず　豊洲汚染問題で東京都

共同通信2016/9/13 22:23
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卸売市場整備計画の審議会で、豊洲市場の盛り土問題について説明する東京都の岸本良一・中央卸売市場長＝13日、東京都庁　築地市場（東京都中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）の建物下で土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で、都が有識者による二つの会議で了承を受けないまま、盛り土を実施しない工法に決定していたことが13日、都などへの取材で分かった。

　当時の会議メンバーだった専門家らは「工法を変更するなら説明が必要だった」としている。

　都によると、大学教授ら4人の専門家会議が2008年7月、豊洲の敷地全体で地下2メートルまでの土壌を入れ替え、その上に2.5メートルの盛り土をするよう提言。会議は同月解散したが、都はその後も盛り土しない工法にしたとメンバーらに説明していなかった。

しんぶん赤旗2016年9月13日(火)

築地市場の豊洲移転　中止含めて解決を　小池晃書記局長が会見

　日本共産党の小池晃書記局長は１２日、国会内で記者会見し、築地市場の移転先とされている豊洲新市場で、東京都が土壌汚染対策として行ったと一貫して説明してきた盛り土が主要建物下で行われていなかった問題について問われ、「都民をあざむく、非常にひどい経過だ。移転中止も含めて解決の道を探っていくことを小池百合子都知事に求めていく」と表明しました。

　日本共産党都議団は、建築の専門家の指摘を受けて７日に現地調査を行い、豊洲新市場の主な建物の下で盛り土が行われておらず、地下空間となっていることを確認。この問題をはじめ豊洲移転をめぐる重大問題を徹底検証するための提言を公表することを９日に明らかにしました。こうしたなか小池都知事が緊急記者会見を１０日に開き、豊洲新市場の水産棟や青果棟の建物の下の盛り土が行われず、地下空間になっていることを認める発表を行いました。
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（写真）記者会見する小池晃書記局長＝１２日、国会内


　小池書記局長は、２００８年１１月の「第６回技術会議」で土壌汚染対策案の一つとして地下空間を利用する提案が出されていたことも党都議団の１２日の会見で明らかになったと指摘｡「当初から盛り土するどころか、実は空間のままにしておくという議論があったのではないか。（盛り土を）やらなかったことを知っていたかもしれないのに、やったと虚偽の報告をしてきた疑いがある。こうした経過について徹底解明が必要だ」と強調しました。

　小池書記局長は、「８５８億円も土壌汚染対策に投入していながら、汚染対策が極めてずさんな形でやられていたのは重大だ。いままで移転を推進してきた人たちに任せておくわけにいかない。豊洲移転の是非そのものも問われなければいけない」と語りました。

蓮舫氏国籍「何の問題もない」

　１２日の記者会見で日本共産党の小池晃書記局長は、民進党代表選に立候補している蓮舫代表代行が日本と台湾の「二重国籍」だと指摘されている問題について記者団から問われ、「蓮舫氏は日本国籍をもって３回の選挙で信任をえて、公人として仕事をされてきており、何の問題もない」と述べました。

　また、「経歴詐称」との指摘に対しても、「『蓮舫』という名前で選挙をたたかっており、どういう出身かは、はっきりしている。お父さんが外国籍だからということで、排除するような議論は極めて差別的で、こういう不当な攻撃は断固として跳ね返すべきだ」と述べました。

都、市場関係者に謝罪　豊洲、安全性求める声

共同通信2016/9/13 13:18

　築地市場（東京都中央区）の移転先である豊洲市場（江東区）の建物下に土壌汚染対策の盛り土がなかった問題で、東京都の担当者が13日、築地市場を訪れ、業界団体でつくる「築地市場協会」の幹部に謝罪した。

　市場関係者によると、都の岸本良一・中央卸売市場長は「ご迷惑をお掛けして申し訳ない」と謝罪。同協会の伊藤裕康会長は事実と異なる説明をしていた都の対応を厳しく批判し、豊洲の安全性について早期に調査して報告するよう求めた。

　また東京都内11カ所の卸売市場の整備計画を検討する審議会が都庁で開かれ、出席した有識者からも都の対応を批判する声が相次いだ。

豊洲市場　都、０８年に地下空間案　盛り土提言を受けた直後

東京新聞2016年9月13日 07時00分

 　築地市場（東京都中央区）からの移転が延期された豊洲市場（江東区）で土壌汚染対策の盛り土が主要建物でされていなかった問題で、都が二〇〇八年には工法を検討する有識者の会議で地下空間を設ける考えを示していたことが、都への取材などで分かった。別の有識者の会議で盛り土の提言を受けた直後だったが、安全性などを検証しないまま一一年には地下空間の設置を盛り込んだ設計図面を作成していた。　（内田淳二、榊原智康、中沢誠）

　豊洲市場を巡っては〇八年七月、土壌汚染対策を検討する有識者の「専門家会議」が、敷地全体を盛り土するよう都に提言。都の資料によると、この会議では「有害物質が建物内に入る恐れがあるため、地下施設は造らない方がいい」と指摘していた。

　提言を受けて都は〇八年八月、工法を検討する専門家の「技術会議」を設置した。しかし、議事録などによると、都側は同年十一月の会議で、地下空間を設けて駐車場などに利用する公募案を紹介。翌月には、地下空間を設ける理由として「有害物質が検出された場合、浄化作業ができる空間が確保できる」と別の提案もしていた。

　駐車場などの公募案は工費や工期の問題から技術会議で却下された。都は建物の下に浄化作業ができる空間を確保する案を設計に反映したという。だが、設計図面を技術会議の委員に示さなかった。豊洲市場の整備を担当する都の芳田浩司課長は「工法が変わったら専門家会議に戻して安全性などを検証するべきだったが、解散したこともあって検証が抜けていた」と説明した。

　一方、技術会議の委員だった川田誠一・産業技術大学院大学学長は「地下も盛り土がされたと思っていた。実は空洞だと聞き、びっくりした」と話した。委員だった長谷川猛・都環境公社非常勤理事は「地下空間の利用なんて都は会議で詳しく言っていない。技術会議で承認していないと思う」と指摘。都によると、地下空間がある建物のうち、青果棟は地下水の上昇を防ぐ砕石層がむき出しになっており、コンクリートで覆っていない。長谷川氏は「地下の改修工事が必要になるのでは」と話した。

（東京新聞）
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東京都議会２８日開会へ 豊洲市場問題が焦点に
ＮＨＫ9月14日 14時09分
東京都の小池知事が就任後、初めて臨む都議会の定例会が、今月２８日から１６日間の日程で開かれることが決まりました。小池知事の給与などの半減や待機児童対策などに加え、豊洲市場の土壌汚染対策をめぐる問題についても論戦が繰り広げられる見通しです。
続きを読む
東京都議会は、１４日、議会運営委員会を開き、ことしの第３回定例会を今月２８日から来月１３日までの１６日間の日程で開くことを決めました。初日の本会議では、就任後初めての都議会に臨む小池知事が所信表明を述べるとともに、みずからの給与などを都議会議員の報酬を下回る１４４８万円に半減するための条例案や、待機児童の解消に向けた緊急対策を実行するための経費として１２６億円の今年度の補正予算案を提出することにしています。
こうした議案に加え、築地市場の移転先となる豊洲市場の土壌の汚染対策をめぐって都が事実と異なる説明をしていた問題についても、代表質問や一般質問などで論戦が繰り広げられる見通しです。
委員会のあと、議会運営委員長を務める自民党の高木啓幹事長は「知事の所信表明演説に対し、各会派は代表質問など、さまざまな場面でただしていくことになるが、豊洲市場の問題は今回の定例会での議論の焦点になる」と述べました。
しんぶん赤旗2016年9月13日(火)

豊洲新市場めぐる重大問題　「盛り土せず」徹底究明を　共産党都議団が提言

　日本共産党東京都議団（吉田信夫団長、１７人）は１２日、都が築地市場の移転先とする豊洲新市場予定地（江東区）で、土壌汚染対策として行うはずの盛り土を行わず、都民をあざむいていた問題などについて、徹底的に究明するよう求める提言（骨子は別項）を発表し、小池百合子知事あてに申し入れました。



	[image: image40.jpg]



（写真）豊洲新市場の地下の写真パネルを示して記者会見する日本共産党都議団＝12日、都庁


　この問題は、日本共産党都議団の調査(７日)で、主な建物の地下で盛り土工事をしていなかったことが発覚し、マスコミの取材が都議団に殺到しているもの。

　提言は「土壌汚染調査も汚染対策もきわめてずさんだった。全ての建物の下の盛り土を行っていないのに、やっているとの虚偽の報告で都民をあざむいてきた」と厳しく批判。「食の安全・安心に関わる重大問題」だとして、徹底究明を求めるとともに、新市場施設の建物内の大気中でベンゼン汚染が確認された問題（本紙８月５日付報道）とあわせて、第三者の専門家を交えて検証するよう提起しました。

　また、施設の床の耐荷重が不足し荷物の搬送が制約され、売り場が狭いなど使い勝手の問題、市場用地を不当に高い価格で取得した疑惑、汚染対策工事入札の談合疑惑についても検証を求めています。

　申し入れに野田数・知事特別秘書は「趣旨は承った。知事が指示を出した件もあるので調査結果を待ちたい」と答えました。

　この後、日本共産党都議団は、都庁内で会見し、「提言」について説明しました。

　豊洲新市場予定地は高濃度の発がん性物質ベンゼンや猛毒のシアン化合物、ヒ素などが検出。都の専門家会議は２００８年、汚染土壌を掘削し、厚さ４・５メートルにわたり盛り土する土壌汚染対策をまとめ、８５８億円をかけて工事を実施しました。

「豊洲新市場整備をめぐる重大な問題点と徹底検証のための提言」（骨子）

　日本共産党東京都議団が１２日に発表した「豊洲新市場整備をめぐる重大な問題点と徹底検証のための提言」の骨子を紹介します。

◇
１．食の安全・安心にかかわる問題

(1)建物下の盛り土をやらなかった問題の徹底究明を

(2)地下空間活用案の検討は2008年１１月の技術会議が発端―事実の徹底解明を

(3)建物内のベンゼン汚染について調査を

(4)地下水管理システムが機能していない問題について検証を

(5)これまでの移転推進の知事の下でおこなわれた、市場、環境局および技術会議の土壌汚染対策の対応を全面的に再点検すること

２．施設の耐荷重不足や使い勝手の問題

(1)施設の耐荷重不足の問題について、設計の経過の検証を

(2)使い勝手の問題について、都の対応に問題がなかったか検証を

３．豊洲新市場開場後の市場会計の検証

４．土地購入、市場の整備工事などの契約にかかわる情報の全面公開を

(1)土地取得にあたっての経過の検証と公表

(2)高騰した土壌汚染対策工事費および施設建設工事契約について、要因の究明を

〈土壌汚染対策工事の談合疑惑の究明〉

〈各売場棟の建設工事が予定価格の９９.9％など建設費が高騰してきた経過の検証〉

鹿児島知事が所信表明　川内原発「安全対策は進んだ」 
日経新聞2016/9/14 12:26
　鹿児島県の三反園訓知事は14日午前、同日開会の県議会定例会で県政全般に関する所信を表明した。就任後初めての県議会で、知事は川内原子力発電所（同県）について九州電力に即時停止などを２度要請したことに言及。九電が即時停止に応じないことを「極めて遺憾」としつつ「九電から示された改善策によって、周辺住民の安全対策は３歩も４歩も進んだ」と成果も訴えた。
　所信表明後、知事は報道陣の取材に応じた。公約に盛り込んだ「原子力問題検討委員会」の設置時期については「できるだけ早く立ち上げるべく人選を進めたい。議会の方々にご了解を得るべく努力したい」と述べるにとどめた。
社説　安保をただす　首相の訓示　任務拡大はなお疑問が
信濃毎日新聞2016年9月13日
　自衛隊高級幹部会同で安倍晋三首相が訓示した。北朝鮮の核実験や弾道ミサイル発射を非難するとともに、安全保障関連法に基づく自衛隊の任務拡大に意欲を示している。
　安保法は１９日で成立から１年になる。違憲性や必要性など多くの疑問がなお残ったままだ。日本を取り巻く状況が厳しさを増しているとの理由を押し立て、安保法の本格運用に一気に踏み出そうとしている。政府の姿勢を厳しく見ていきたい。
　自衛隊の制服組トップの統合幕僚長や陸海空の幕僚長、部隊の長ら幹部が出席する会合だ。最高指揮官である首相が訓示し、方針の周知徹底を図る。
　首相は北朝鮮について「わずか９カ月の間に２度にわたって核実験を強行した。断じて容認できない」とした。「国際社会の非難の声を無視し、弾道ミサイルの発射も繰り返している。前例のない事態だ」と指摘している。
　「軍艦による領海侵入、相次ぐ国籍不明機による領空接近。これが現実だ。極めて厳しい状況に直面している」とも述べた。中国などが念頭にあるのだろう。
　自衛隊の海外任務を広げる安保法については「積極的平和主義の旗を高く掲げ、世界の平和と安定にこれまで以上に貢献する。今こそ実行の時だ」と語っている。
　安保法制定に際して安倍政権は北朝鮮の核・ミサイル開発や中国の海洋進出を引き合いに出し、法整備によって日本を守る抑止力を高めると主張してきた。事態は好転するより、むしろエスカレートしている感がある。
　抑止力一辺倒では、さらに軍事力増強を招く悪循環が進むのではないか。北朝鮮の核・ミサイル開発や沖縄県・尖閣諸島を巡る中国との対立は本来、安保法とは別の問題だ。
　憲法違反と指摘される集団的自衛権の行使容認をはじめ、安保法の問題点は解消していない。
　稲田朋美防衛相は先月下旬、安保法施行に伴う自衛隊の新たな任務のほぼ全てについて訓練に着手すると表明した。きのうの会合でも「任務遂行のための能力を高める努力を不断に行い、あらゆる事態に適切に対応できるよう万全を期す」と述べている。
　このまま任務拡大へ突き進むわけにはいかない。２６日に召集される臨時国会で各党は是非を問い直す必要がある。 
社説　沖縄振興予算　基地けん制は筋違いだ
毎日新聞2016年9月14日　東京朝刊
　２０１７年度予算の概算要求で、内閣府が先月末、沖縄振興予算の要求額を３２１０億円と発表した。前年度当初予算に比べて１４０億円、４・２％の大幅な減額となった。概算要求額が前年度当初予算を下回ったのは、７年ぶりだ。 
　概算要求の取りまとめの過程では、菅義偉官房長官らから、基地問題と沖縄振興を絡める「リンク論」を容認する発言が相次いだ。 
　菅氏は「基地負担軽減と振興策は総合的にリンクしている」と明言した。基地の移設工事が進まなければ「跡地利用の予算は少なくなっていく」と語った。鶴保庸介沖縄・北方担当相も同様の考えを示した。 
　リンク論を否定してきた従来の政府方針の転換であり、看過できない。政府高官は「建前はやめて、沖縄と本音で議論しようということだ」と語ったという。 
　菅氏は、リンク論を容認する一方で、米軍普天間飛行場の辺野古移設に反対する翁長雄志（おながたけし）知事の姿勢は影響していないとも語っている。 
　だが額面通りには受け取れない。実際には、自民党内で、辺野古移設を受け入れない翁長氏への不満がたまり、振興予算の減額を求める声が高まっているとされる。沖縄で県議選や参院選が終わり、当面は大きな選挙がないことも予算減額の圧力となっているという。 
　年末の予算編成では、県への約束である３０００億円台は確保するが、概算要求からの大幅減額があるかもしれないと言われている。リンク論はその布石のようにも見える。 
　沖縄振興の理念をもう一度、確認しておきたい。戦後２７年間、米軍の施政権下に置かれた歴史的事情や、米軍基地が集中している社会的事情などの「特殊事情」を踏まえ、１９７２年の本土復帰以降、格差の是正や自立的発展の基礎整備をはかってきたのが、沖縄振興の考え方だ。 
　沖縄振興は基地受け入れの見返りではない。振興予算を基地問題のけん制に使うのは筋違いだ。 
　概算要求の減額には、沖縄振興一括交付金の減額が響いた。前年度当初予算よりも２７５億円少ない１３３８億円の要求となった。 
　一括交付金は、沖縄振興のため１２年度に創設された使途の自由度が高い交付金だ。沖縄県が自主的に事業計画を作り、国が交付金を出す。 
　内閣府は、一括交付金を減額した理由として、繰り越しや不用額の多さも指摘している。執行率は改善方向にあるが、７０％台にとどまる。事業計画を作る市町村の人手不足や、交付決定までの国と県の調整に時間がかかることが原因としてあげられている。この点は県、国ともに改善に努めてもらいたい。 
社説　高江派遣事前指示　警察の本分をわきまえよ

琉球新報2016年9月13日 06:02 
　思想信条の自由に基づき基地機能の強化に抗（あらが）う市民を、力で組み敷く警備の内実がくっきりした。
　首相官邸から市民排除を促す何らかの指示が発せられたのか。警察組織を束ねる警察庁が政権の思惑を忖度（そんたく）したのか。いずれにしても、強権性を色濃くしている安倍政権の意思が反映していよう。
　米軍北部訓練場のヘリパッド建設に伴う県外の機動隊派遣を巡り、沖縄県公安委員会が東村高江の現場への派遣を要請する前に、警察庁が実質的な派遣を指示していたことが分かった。
　警察庁警備課長が７月１１日付で機動隊を応援派遣する警視庁の総監や５府県警の本部長などに宛て、万全な派遣態勢を取るように促していた。警察組織内では実質的な業務指示と見ていい。
　問題は日付だ。県公安委が派遣要請を決定したのは翌１２日だった。委員長と２人の公安委員が署名押印して決裁された。県公安委の要請に基づく派遣どころか、実際は国が主導して決めていたという疑念が浮かぶ。
　沖縄の公安委員が関与する前に、警察組織内部で派遣態勢を詰めていたわけだ。応援部隊の経費が県民の税金から拠出されている問題も判明している。
　政治的に中立を貫き、民主的な運営に目を光らせる県公安委の監督機能、公正な審議が骨抜きになっていないか。重大な疑念を抱かざるを得ない。９月定例県議会で池田克史県警本部長と県公安委員長は見解を示すべきだ。
　警察側は沖縄サミットや天皇来県時の警備と同様な対応と説明しているが、基地機能強化に抗う市民とのせめぎ合いが予想されていた高江とは全く様相を異にする。
　応援の機動隊員の総数は５００人余に上る。これは、２０１４年に、暴力団排除運動の先頭に立つ市民を襲撃した指定暴力団工藤会（北九州市）の「制圧作戦」に投入された規模に匹敵する。暴力団を抑え込むのと同規模の隊員が、市民排除に投入されるのは異常極まりない。
　身体の自由を奪うごぼう抜きや「人間監獄」とも称される囲い込みが頻繁にある。翁長雄志知事が「過剰警備であることは間違いない」と批判するのは当然だ。
　警察の本分は権力の先兵となって苛烈（かれつ）な警備を敷くことではないはずだ。誰のために、何のために警察はあるのか。民意と懸け離れた警備が厳しく問われる。
社説［辺野古訴訟１６日判決］地方自治　後退させるな

沖縄タイムス2016年9月13日 08:00

　全国でも初めての、異例づくめであると同時に、極めて重大な意味を持つ訴訟の判決が１６日、言い渡される。

　いきさつはこうだ。

　翁長雄志知事が名護市辺野古沿岸域の埋め立て承認を取り消したことで、沖縄県と日本政府が三つの裁判で相争う異例の事態が生じた。

　この異常な状況は、国と地方公共団体が「対等・協力の関係」になることをうたった１９９９年の地方自治法改正の「精神にも反する」として福岡高裁那覇支部は、国と県に和解を勧告。政府と県はこれを受け入れ、三つの裁判をすべて取り下げた。ここが重要なポイントである。

　ところが、国土交通相は和解が成立した直後に、知事に対し、違法な承認取り消し処分を取り消すよう是正を指示した。政府には、問題解決に向け真摯（しんし）に話し合う気がはなからなかったのだ。

　県知事は、是正の指示は違法であるとして第三者機関の国地方係争処理委員会に審査を申し出た。係争委は、是正の指示が地方自治法の規定に適合するかどうかの判断を避け、国と県が真摯に協議することが問題解決に向けた最善の道、だと強調した。ここが二つ目の重要なポイントだ。

　このような経緯があるにもかかわらず、国交相は７月２２日、県知事を相手に不作為の違法確認訴訟（辺野古訴訟）を福岡高裁に起こしたのである。

　福岡高裁には、自らが行った和解勧告と係争委の判断を踏まえ、法の支配と地方自治の本旨を実質的に実現するような判断を求めたい。

■　　　　■

　一連の過程は明らかに「国と地方のあるべき関係からかい離している」と係争委は指摘した。

　かつて国と県が争った代理署名訴訟で福岡高裁那覇支部の裁判長を務めた大塚一郎さんも「普天間飛行場の移設先をどうするかは政治の問題で、法ではない」と述べ、国と県が協力して協議しない限り解決しない、と強調する。

　１６日の判決に求められているのは、国と県の異常な関係を正道に戻すような内容の司法判断である。

　気になるのは、福岡高裁の多見谷寿郎裁判長が法廷で何度も、翁長知事に対し、「判決に従いますね」と確認を求めた点だ。まるで県敗訴を前提にしているかのような口ぶりである。

　異例の和解勧告は、国敗訴の可能性があることを念頭に、国敗訴の事態を回避するための助け船だった－そのような疑念が生じることがあってはならない。

■　　　　■

　辺野古沖を埋め立てＶ字形の滑走路を二つ設置する現行案は、住民生活に大きな影響を与えるだけでなく、地方自治や自然環境をも脅かす重大な事案である。だが、移設先は、当事者抜きに日米合同委員会の密室で決められたものだ。地元名護市も沖縄県も現行案には同意していない。

　かつて県や市が受け入れた移設案は一方的に反古（ほご）にされ、閣議決定さえ県への事前相談もなく葬られたのである。「国防上・外交上の必要性」という一般論で片付けられるような事案ではない。

しんぶん赤旗2016年9月14日(水)

主張　川内原発停止問題　住民の安全に勝るものはない

　７月の鹿児島県知事選で前知事に大差をつけて当選した三反園訓知事が、九州電力に川内原発(同県薩摩川内市)の運転停止を２回にわたって求めたのに対し、九電は定期点検が近いことなどを理由に応じないと回答、運転を続けています。相次いだ地震などへの住民の不安を背景に、選挙で当選した知事が繰り返し申し入れたのに応じない､九電の姿勢は重大です｡定期点検で止まるからなどというのは、停止を拒否する理由にはなりません。原発再稼働を推進する安倍晋三政権の姿勢も問われます。

度重なる要求に応えぬ

　三反園知事が川内原発の停止を申し入れたのは、今年４月以来、鹿児島県に隣接する熊本県や大分県など九州地方で地震が続発し、震源の一つとなった断層帯の延長線上に川内原発があることからも、住民の間で不安が高まったからです。三反園氏は知事選でも川内原発の停止を訴え、住民などの反対を押し切って再稼働を容認した前知事を大差で破りました。

　三反園知事は就任後、川内原発で事故が起きた場合の避難体制などについても調査するとともに、８月下旬、住民の不安の声に応えるには原発の運転を停止して再点検・再検証するしかないと、九電に運転停止を申し入れました。ところが九電は９月になって運転停止には応じないと回答したため、三反園知事は先週改めて運転の停止を申し入れ、これに対しても九電は再申し入れの翌々日に運転停止には応じないと回答したのです。住民の不安と選挙で選ばれた知事の意向を、文字通り軽んじたものというほかありません。

　九電は川内原発の運転停止を受け入れない理由として、原子力規制委員会が九州地方の地震の後も、川内原発の安全性に問題はないとしていることを挙げます。しかし、原発は未完成の技術で、地震などの影響も完全に予測することはできず、原子力規制委や政府がどんなに｢合格｣といっても事故が起きない保証にはなりません。川内原発が立地する九州には地震を起こす活断層や大きな火山があり、予想がつかない大地震や火山噴火が起きる可能性は十分あります。大切なのは住民の安心や安全であり、住民が不安を指摘している以上、真剣にそれに応えるべきです。

　九電が、昨年再稼働した川内原発の１号機は１０月、２号機は１２月に定期点検で止まるから、検査はそのときやればいいなどといっているのは全くのごまかしです。１０月や１２月に定期点検で止まるなら、それを数カ月繰り上げられない理由はありません。要は住民の安心や安全に応える姿勢であり、九電にはそうした態度が根本から欠落しているというほかありません。

再稼働優先政策の転換を

　三反園知事の申し入れに応える中で、九電は定期点検の中で特別検査を行うことや、住民の避難体制を支援することを言い出しています。しかしそれこそ、川内原発を緊急停止して検討すべきです。

　川内原発は四国電力伊方原発とともに国内で数少ない稼働中の原発です。停止要求に従わない九電には、川内原発を一日でも長く運転してもうけを上げるとともに、安倍政権の原発再稼働路線に応える発想しかありません。住民の安心や安全より企業の経営や国の原発再稼働政策を優先させる姿勢こそ、根本から転換すべきです。

社説　蓮舫氏の台湾籍　「二重国籍」への認識が甘い

読売新聞2016年09月14日 06時03分

　国会議員が自らの国籍を正確に把握できていないとは、あまりにお粗末と言うほかない。

　民進党の蓮舫代表代行が記者会見し、台湾籍を保有していたことを認めた。台湾は父親の出身地だ。

　蓮舫氏はこれまで、１９８５年１月に日本国籍を取得した際、台湾籍を放棄した、と説明してきた。党代表選への出馬後、二重保有ではないかとの指摘を受けて、台湾側に確認し、判明したという。

　結果的に、３０年超も不正常な状態を放置してきたことになる。蓮舫氏は「私の記憶の不正確さによって様々な混乱を招いた」と陳謝し、改めて放棄手続きを進めるというが、遅きに失した対応だ。

　日本政府は「二重国籍」を認めていない。国籍法で、原則２２歳までに、自らの国籍を選択しなければならない、と定めている。

　外国籍保有者が国会議員になることを排除する規定はないが、外交官への採用は禁止されている。外交・安全保障などの国益を担う国会議員が、自身の国籍を曖昧にしておくことは論外である。

　蓮舫氏は、１７歳当時、台湾の大使館に当たる台北駐日経済文化代表処で行ったとされる放棄手続きの完了を確認しなかった。２００４年参院選の出馬時にも、その作業を怠った。政治家として認識が甘く、資質が問われよう。

　台湾は親日的とはいえ、尖閣諸島の領有権を主張するなど、日本の立場と相反する問題もある。台湾籍があれば、台湾との関係であらぬ疑念を招きかねない。

　見過ごせないのは、蓮舫氏の説明が二転三転したことだ。

　当初は「台湾籍は抜いた」と断言し、「うわさの流布は本当に悲しい」と不快感さえ示した。その後、手続きをした年齢が１８歳から１７歳に変わったり、台湾籍保有に言及した約２０年前の雑誌インタビューが発覚したりした。

　参院選の公報に「台湾籍から帰化」と記したことが公職選挙法に抵触する、との指摘もある。

　蓮舫氏は「違法性はない」として、代表選から撤退しない考えを強調した。事実関係をより明確にし、説明責任を果たすべきだ。

　岡田代表は、「父が台湾人だからおかしいという発想が一連の騒ぎにあるとすると、極めて不健全なことだ」と主張している。

　民進党内に、蓮舫氏への批判が民族差別であるかのような曲解があるのは理解に苦しむ。問題にされているのは、あくまで蓮舫氏が法に基づく手続きを適切に行っていなかったことだからだ。

社説　豊洲盛り土問題　安全性と経緯の検証を急げ

読売新聞2016年09月14日 06時02分

　土壌汚染対策に関する東京都の説明の根本が揺らいでいる。

　築地市場の移転先となる豊洲市場の建物下の地盤で、都が当初計画にあった盛り土を行っていなかったことが判明した。

　豊洲市場の敷地では、地下水や土壌から環境基準を大幅に超える有害物質が検出されていた。盛り土は対策の中核だったはずだ。

　その工事を独断で取りやめたことは、重大な問題である。さらに、都の説明が曖昧なことが、都民らの不信感を増幅させている。

　都の専門家会議は２００８年７月、敷地全体を２メートル掘り下げて新しい土に入れ替え、その上に２・５メートルの土を盛ることを提言した。汚染物質を遮断するためだ。

　しかし、都は設計段階で、水産卸売場棟など、主要施設の下には盛り土をせず、配管や電気配線のための地下空間を設けることを決めた。対象は敷地全体の３割強に及ぶ。約８５０億円の汚染対策工事は、１４年１０月に完了した。

　建物の床部分は厚さ３５～４５センチのコンクリート製で、土壌汚染対策法上の安全基準は満たしているという。だが、盛り土をしない場合の安全性について、専門家と協議しなかったことに関係者から批判が出ているのはもっともだ。

　なぜこうした計画変更が行われたのか。都は、詳細な経緯を早急に調査し、公表すべきだ。

　都はホームページなどに、盛り土を行ったかのような説明や図表を掲載していた。都議会にも変更を報告していなかった。

　事実と異なる説明を漫然と続けていたことは、市場関係者だけでなく、都民への背信行為と受け取られても仕方あるまい。

　施設の安全性について、徹底した調査を行うことが急務だ。

　小池百合子知事は、専門家会議を再度招集し、市場移転問題のプロジェクトチームでも検証する考えを示した。地下空間では水たまりが確認されている。地下水漏出の有無も調べる必要がある。

　小池氏は、土壌の安全性に疑問を示し、１１月に予定された築地市場の豊洲移転を延期していた。水質調査の最終結果が出る来年１月以降に移転時期を判断する。

　盛り土問題の発覚により、移転がさらに遅れる恐れがある。老朽化した築地市場は、衛生管理上の課題が指摘される。

　小池氏は、移転について「予断を持たず色々なケースを考えたい」と述べた。市場関係者らの混乱を抑えるため、見通しを極力早く示すことが求められる。

社説 　豊洲盛り土問題　信頼を大きく損なった
毎日新聞2016年9月14日　東京朝刊
　東京都の築地市場からの移転先となっている豊洲市場の安全性に疑問が投げかけられている。 
　これまでの都の説明と異なり、主要な建物の下に土壌汚染対策のための盛り土がされず空洞になっていることが発覚した。 
　なぜ、こうした事態になったのか。都は経緯を検証し明らかにするとともに、市場の安全性についても、改めて丁寧に説明すべきだ。 
　２００１年の移転決定後、豊洲市場敷地の地下水や土壌から、環境基準を大幅に上回る極めて高濃度のベンゼンなどが検出された。都は土壌汚染対策のため、０７年に専門家会議を設置した。専門家会議は０８年、建物下を含め、敷地全体で深さ２メートルの土を入れ替え、その上に２・５メートルの盛り土を行うよう求めた。 
　敷地全体をきれいな土に入れ替えることが、いわば提言の核だった。 
　一方、都は１１年、建物の下に地下空間を設ける基本設計を内々で決め、地下が空洞の設計図に基づき、盛り土をせずに建物を建設した。 
　一番の疑問は、専門家会議の提言がなぜ実行されなかったかということだ。どの部署の誰の判断だったのか。専門家会議とは別に設けられた汚染対策工事の工法を評価する技術会議に対しても、都は盛り土しないことを説明してこなかったという。さらに都はこれまで、建物の下に盛り土がある説明図をホームページに掲載し続けてきた。 
　提言を無断でほごにしただけでなく、その事実を隠そうとした疑いがあると指摘されても仕方ない。市場関係者や都民に対する二重の意味の裏切り行為だ。 
　地下空間の天井部分は厚さ３５〜４５センチのコンクリートで、これは土壌汚染対策法の安全基準を満たし、安全性に問題はないと都は説明する。 
　しかし、ベンゼンは発がん性もある危険な化学物質だ。常温でも気化しやすくコンクリートで覆っても割れ目があれば漏出の恐れがある。また、盛り土の有無で拡散の方向や広さが変わるという。現状のままで、鮮魚などに付いたり、市場で働く人や訪れた人が吸い込んだりする危険はないと言い切れるのか。 
　一部建物の地下の床に水たまりも確認された。仮に地下水ならば汚染が心配だ。 
　市場の安全性への信頼が根底から揺らいでいる。このままでは、８５８億円をかけた土壌汚染対策が水泡に帰してしまう恐れさえある。 
　小池百合子知事は、専門家会議を再開し、特別調査チームと併せ安全性の検証をしていくことを明らかにした。一からの総点検は当然だ。 
　都の対応への不信感が強まっている。徹底した情報公開がなければ信頼は取り戻せない。 
産経新聞2016.9.14 05:02更新 
主張　なかった盛り土　都の独断には唖然とする　
　築地市場（東京都中央区）の移転先となる豊洲市場（江東区）には、土壌汚染問題がある。
　対策としてとられたのが、敷地全体の盛り土だったのに、水産物や青果などを扱う主要施設の地盤には、部分的にしか施されていなかった。
　代わりにコンクリートでふさぎ、空洞ができているという。提言した専門家会議にもかけず、東京都が独自に判断して工法を変え、盛り土は予定通り実施したとの説明を続けた。
　行政機関として、あきれるばかりの独断専行である。その間、歴代知事や都議会はどうして見過ごしてきたのかとの疑問もわく。
　都側は法的基準や安全性は満たしているなどと説明しているが、「食の安全」や行政手続きをないがしろにしながら、何を言っても信頼性に欠ける。
　変更の理由、経緯をめぐる徹底検証を急がねばならない。
　都の説明の誤りは、小池百合子知事が１０日に公表した。８月末に移転開業の延期を正式表明した際、「安全性への懸念、巨額で不透明な事業予算、情報公開の不足」の３つの疑問を挙げた。
　安全対策の肝となる盛り土をめぐる、隠蔽（いんぺい）工作と受け取られかねない事態である。知事が抱いた疑問は直ちに現実の問題になった。専門家会議を立ち上げ、安全性を確認するというのは当然だ。
　それに加え、独断による工法の変更について解明し、責任の所在を明確にする必要がある。
　延期表明から１０日余りで盛り土問題が発覚した。空洞部分には地下水がしみ出し、床部分のコンクリートがなかった施設があることなどもわかった。
　盛り土問題が招いた課題は安全性への疑問にとどまらない。
　そもそも、盛り土をする予定だった土はどこへいってしまったのか。土壌汚染対策費は当初の５８６億円から８５８億円にふくらんでいるのに、どういう計算になっているのか、まったく不透明だと言わざるを得ない。
　移転を了承した都議会が、こうした都の動きについて何らチェックできなかったのだとすれば、巨大都市の議会として統治能力を失っているのではないか。
　最大会派の自民党は、移転推進の中心的存在で、重大な責任を負っている。「知らなかった」では済まされまい。自ら調査に乗り出すべきだろう。
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